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第 1章

緒論

1.1 本研究の背景

鋼構造物に対する脆性破壊の評価を行うに当たっては、 Table1-1に示すように、さまざまな

破壊クライテリオンが提案され、これらのクライテリオンに基ずいて、評価が行われてきた。

これらのクライテリオンの多くは、線形破壊力学に基ずいたものである。ところが船舶、海洋構

造物、橋梁、圧力容器などの各種構造物では、構造的応力集中部が存在し、局部的には弾塑性状

態で使用されるため、この部分にき裂が存在する場合が最も厳しい。そのため破壊のクライテリ

オンとして、 CTODなどの非線形破壊力学に基ずくものが用いられるようになってきた。しかし

これらのクライテリオンで用いる破壊靭性値は、主に静的条件下でのものと 1(Id試験のような衝

撃荷重下でのものである。 Table1-2は各種構造物に作用するひずみ速度を調査した結果で・あ

Table 1-2 Examples of strain rate acting on various steel structures. 

Item An order of strain rate (8-1
) 

Static fracture toughness test 10・fj rv 10・b

speclmen 
Dynamic fracture toughness test (KJd test) 10十ム

Dk. or Bottom of ship huIl due to wave 10-4 

induced loading 

Inner hull of ship due LO sloshing or 10-3 

steel 
slamming 
Offshore structure at the collision of a 10-2 

structure 
drift ice 

Offshore structure at the collision of a 10-2 

supply vessel 

Ice breaking vessel aもthecollision of an 10-1 

iceberg 

Bridge 10-" 

るが、各種構造物に作用するひずみ速度は静的破壊靭性試験で与えられるひずみ速度よりも速く、

衝撃荷重下のものよりも遅いということがわかる。

l 



Table 1-1 Comparison among various fract ure crl teria. 

名称 適用範囲 性能レベル 使用試験片 応用例

lて!c，J{Id すべての材料 平面ひずみ J(Ic規格 線形弾性挙動

(ASTM，E399) 応力~欠陥寸法計算可能

航空宇宙分野

IぐId規格なし 超高強度材，低温分野

15れ-lbCVN 低および中強度 平面ひずみ~ CVN衝撃 船体鋼板，橋梁用鋼，

構造用鏑 低弾塑性 (ASTM，E23) 

(σy =2001"V960 中程度の靭性が

MPa) 要求される分野

負荷速度補正 負荷速度依存性の 弾塑性 CVN衝撃 AASIITO橋梁鏑靭性規格 3

ある構造用鋼 (ASTM，E23) ; (静負荷または

(σy =2001"V960 静曲げ J(!c 中程度負荷速度を

MPa) (ASTM，E399) うける構造物)

破壊解析図 脆性遷位温度を 全性能レベル; 零~延性 NDT 脆性選位温度域J

(FAD) 示す全鋼材 (平面ひずみ? (ASTM，E208); 中程度~高 レベルの靭性

弾塑性， Dynamic Tear (弾塑性)が要求される

完全塑性) (Mil規格 1061) 分野， (NDT3FEPおよび

FTP基準点で規定)

全断面降伏 構造用鋼 弾塑性 CVNまたは 降伏強度と板厚の増加に

IぐIc 伴い高い靭性値が

要求される。

貫通き裂または側面

き裂を持つ大型板

leak-before- 不安定破填の前に 弾塑性 J(!cまたは J(c 圧力容器

break 洩れが確保される (平面応力には (容器の厚さの関数として，

圧力容器 規格なし) 応力~欠陥寸法の

計算可能)

RAD線図 すべての材料; 全性能レベル Iて!c， 上部棚挙動に限定 ，

(主として材料の (ただし主に Dynamic Tear (温度遷位のない

比較に用いる) 完全塑性) あるいは CVN 超高強度材料では

(上部棚エネルギ) 平面ひずみ挙動)

き裂関口変位 構造材料全般 弾塑性~ COD試験片 英国，日本で広く使用 ;

(CTOD) (ただし主に 完全塑性 (BS5762) パイプライン3

低~中強度鋼) 着底型海洋構造物

(主にリグ)

R曲線 主に高強度材 弾塑性 寸法の大きな き裂の安定成長

CT試験片 に対する抵抗の研究に

用いられた;(平面応力挙動)

J積分 構造材料全般; 弾塑性 J(!c試験と同じ 線形弾性 J(!c挙動の拡張 》

(}てIcの弾塑性域 応力~欠陥寸法

への一般的拡張) の計算可能
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破壊靭性値は負荷速度の増加に伴って紙下することがこれまでの研究により明らかになってい

るが、破壊靭性値の負荷速度依存性を定量的に評価する手法は、現在のところ存在しない。そこ

で、各種構造物では静的条件下での破壊靭性値か、衝撃荷重下での破壊靭性値を用いて脆性破壊

に対する要求性能を決定するとしづ極端な手法を採用せざるを得ないのが現状である。動的破壊

靭性値を脆性破壊に対する要求性能決定に際し使用する例を 2点ほど以下に紹介する。

-原子力発電所部品のフェライ ト系材料に対する PressureVessel Rescarch Commiltee (PVRC) 

の推奨する手法では、限界応力拡大係数 ](IRを実験により得られた動的破壊靭性値 ](Id、

およびき裂伝播停止破壊靭性値 ](1αの下限値として与えている。 ](Id、](1αのデータのうち

](IR曲線を下回るものはない。 実験データおよび ](1R曲線を Fig.1-11)に示す。

240 

200 

f ヘ160
co 

主120
、同国，〆

a: 80 
X 

40 

O 
-120 

o Shabbits (WCAP-7623) 
Ripling，Crosley 0 

ム HSST5th annual information meeting 

1971 paper NO.9 

• Westinghouse (unpublished data) 

• MRL arrest data 

1972 HSST into MTG 

。

。

}くIR= 26.78+1.223exp{O.0145σ(1白 1)-T(NDT)+ 160)} 

-80 -40 0 

T(附)-T(NDη 

40 

(OC) 
T(t白 t): Testing temperature (minimum design temperature) 

T(NDη: Nil Ductility Transition temperature 

Fig.l-l Reference stress intensity factor (K1R) curve. 

80 

-銅製橋梁材料に対する AmericanAssociation of State Highway and Transportation Offi-

cials(AASHTO)の規格では、橋梁に作用する最大荷重速度を計測した結果に基ずき、この

荷重速度の最大値を用いて破壊靭性試験を行い、安全債IJの評価を行っている。このときのひ

ずみ速度は、き裂先端近傍の弾塑性域で 10一3(S-1)に相当する。さらに、この荷重速度によ
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る試験よりも、試験と解析が容易で安価である衝撃荷重速度試験(ひずみ速度 10+1(8-
1
)に

相当)に対する要求破壊靭性値が、ひずみ速度 10一3(8-1 )の場合の破壊靭性挙動との相迭を

用いて決められている。この靭性値を採用するとより安全側に評価することになる。

以上のように、破壊靭性値の負荷速度依存性を十分に考慮しないまま、安全~11Jの評価をする事

は、過酷な要求になりがちであり経済性を損なってしまう恐れが高い。従って各極構造物の設計

に当たって、任意の負荷速度下での破壊靭性値を定量的に推定する手法の確立が必要となっている。

1.2 船舶・海洋構造物の設計に当たり破壊靭性値の負荷速度依存性を考

唐、する必要性

エネルギー需要の増加に伴い、未開発石油資源の開発が急務となっている。とこ ろで亜北極圏

などの寒冷地域では、厳しい気象・海象条件のために多くの石油資源が未開発のまま残されてい

る。そこでこのような寒冷海域の石油資源の試掘および生産のため、各種の海洋構造物が検討さ

れている。また石油資源の生産だけではなく、生産された原油を安全にかつ経済的に消費地まで

どのような手段で輸送するかということも重要な問題として考えられる。この輸送方法について

は、これまでに多くの方式が検討されているが、パイプラインなどに比べて生産量の増加や需要

先の変更などにも柔軟な対応が可能となる独航式の大型氷海商船による通年輸送方式が、技術的

採算的に優れた有望な方式であると考えられている。 さらに近年、東ヨーロッパ、 旧ソ述の民

主化に伴い、大型氷海商船を用いた北極海航路による貿易も盛んになる兆しもあり、これらのこ

とからも、厳しい気象・海象条件の中で稼働する船舶および海洋構造物の建造が必要となってくる

ものと考えられる。

ところが、これらの海洋構造物や氷海商船の建造にあたっては統一された規格がないのが現状で

ある。たとえば海洋構造物には (l)FloatingType(Semi-Sub、船舶および船型リグ等)、(2)Fixed

Type( J acket等)、 (3)GravityType(鉄骨ないし鋼板-コンクリート構造)がある。このうち (1)の

Floating Typeは船級協会規則で設計・建造が行われているが、板厚50mmを超える鋼材について

は現在のところ、 IACS等の統一された規格がなく、各物件毎に関係者と各船級協会との話し合

いで、要求性能があまり板拠もないままに決められているのが現状である。また (2)、(3)の固定

式の場合には各エンジニアリング会社が、橋梁の規格や船級協会規則を適当に組み合わせて、鋼

材に対する要求値を各物件毎に決定しているのが現状である。また氷海域を航行する船舶に対す

る規格についても、 (1)のタイプの海洋構造物と同様なことがいえる。

上記のように使用鋼材に対する要求性能が、その明確な根拠もなく決定されているため、氷海

域で使用される海洋構造物や氷海商船で使用される鋼材(溶接部も含めて)に対する要求性能は

4 



時とともにますます苛酷なものになってきているのが現状である。このよう に明確な恨拠もなく 、

やみくもに苛酷な要求性能を課すことは経済性を損なってしま う恐れもある。したがって、氷海

域で稼働する船舶や海洋構造物で使用される鋼板に対して、破壊靭性値の要求基準を経済性を損

なわずに作成する事は必要不可避であり、そのためにも破壊靭性値の負荷速度依存性の定量的評

価手法の確立は必要である。

1.3 破壊靭性値の負荷速度依存性に関する過去の研究

破壊靭性値の負荷速度(ひずみ速度)、温度依存性に関しては、これまでに多くの研究が行われ

てきた。

Krafftら2)は、種々の温度、負荷速度の下で切欠付き丸棒試験片を用いて !(Icを求め、これが

降伏点の関数として表されることを示した。 Shoemakerら3)は降伏点の異なる 3種類の鋼材を用

いて疲労き裂を導入した曲げ試験片を作成し、落重試験機により負荷を与え、高ひずみ速度、低

温度条件が Klcに及ぼす影響を調査した。その結果、 !(Icは一般に雰囲気温度、ひずみ速度の影響

を受けることが判明し、 Bennet4)らが提案した、ひずみ速度及び温度という異なる物理量を活性

化エネルギの観点から同ーの指標として表し得る Strainrate-temperature parameter (R)を用い

ると、 !(Icのひずみ速度及び温度依存性を定量的に評価できる可能性を示した。砂本ら 5)は、動的

破壊靭性 !(Idを構造物に適用するために、 !(Idと静的破壊靭性 !(cとの相関、 !(Idの降伏点依存性

について、軟鋼から HT-I00鋼までの 8種類の構造用鋼を用いた実験により調査した。その結果、

!(Idは!(cよりも小さく、その差は材料の降伏点に依存することを報告している。金田ら 6)は、軟

鋼及び HT-60鋼を用いて三点曲げ COD試験を実際の使用温度範囲で、標準試験速度も含めて、

変位速度を系統的に変化させて実施して、限界 CTOD(oc)の変化挙動を調査した。 その結果、 降

伏点として静的な場合のものを用いていること並びに、ひずみ速度の評価法や塑性仕事によるき

裂先端近傍の温度上昇の影響を無視していること等に問題はあるものの、 R値を用いて、 Ocのひ

ずみ速度及び温度依存性を定量的に評価できる可能性を示した。藤井ら 7)は、降伏点のひずみ速

度、温度依存性を考慮、した上で、動的破壊靭性値 1(Id(あるいは!((J)ld)、およびOcについて調査

した。弾塑性破壊挙動を呈する際のき裂先端における塑性仕事による温度上昇量及び、ひずみ速

度の評価には問題があるものの、破壊靭性値は R値を用いることにより、ひずみ速度及び温度依

存性を定量的に評価できる可能性を示した。豊貞ら 8)は、種々の負荷速度下で CT試験、 COD試

験、 !(Id試験を実施し、静的~動的までの広範囲にわたる負荷速度下での破壊靭性値の変化を R値

を用いて整理できるか否の実験的検討を行った。その結果、き裂先端近傍の三軸拘束が最も強く

なる IDNZ(IntenselyDeformed N onlinear Zone 9))先端における R値を用いて破壊靭性値に及ぼ

すひずみ速度及び温度依存性を定量的に評価できる可能性を見いだした。

5 



また、日本溶接協会原子力研究委員会においては、極厚材を対象とした動的破壊靭性に関する

共同研究 10)11) 12)が行われ、日本造船研究協会第 195研究部会においても動的破撲初陀に関す

る研究が共同研究の一部 13)に取り上げられ、破壊靭性値に対する負荷速度(ひずみ速度)の影鋭

などについて精力的に研究が行われた。

高速負荷時には、き裂先端近傍における塑性仕事に起因する発熱の散逸が十分に行われないた

めに温度上昇が生じ、これが破壊靭性値に影響を与えると考えられている。そのためにこの温度

上昇に関しても研究が行われてきた。

Riceら14)はき裂先端近傍に単位時間あたりに与えられる塑性仕事を熱源と考え、 Carslawら15) 

の導出した、無限板に点熱源が瞬間的に与えられたときの 2次元熱伝導方程式の解を拡強して泊

度上昇を推定する式を導出した。このとき熱源となる単位時間あたりの塑性仕事の量は Dugdal

modelに基ずいて計算された。 Dugdalemodelでは塑性仕事が過大評価されるため、この計算法

では実験結果に比べ大きな値が得られた。藤井ら 7)は、弾塑性破壊挙動を呈する際のき裂先端に

おける塑性仕事の大部分は、き裂先端近傍で費やされ、温度上昇は CTODと同程度の範囲で生

じると仮定して温度上昇を簡易的に与えた。佐野 16)は9%Ni鋼を使用して ASTM-E399に準拠

した三点曲げ試験を負荷速度 500mm/minおよび5.4m/sで行い切欠先端に取り付けた熱電対で

温度上昇を計測し、そのピーク値はそれぞれ 82.5
0

Cおよび 114rv 188
0

Cであることを報告して

いる。 Giovanola17)はHopkinson棒を断熱状態でせん断破壊させ破面を観察し、その一部に塑性

仕事による発熱のために溶融した跡が見られることを報告している。この事からも、高速負荷l時

には塑性仕事による発熱が無視できないことがわかる。

破壊靭性値は負荷速度の増加とともに減少することが多くの研究により明らかにされているが

負荷速度を増加していくとあるところで破壊靭性値が最小となる現象が表れる。このときの負荷

速度を臨界速度と呼んでおり、この臨界速度が生じる理由に関しでもこれまでに多くの研究がなさ

れ、 incubation time cri terion 18)、minimumtime criterion 19) 20)、structuretime cri terion 21) 

等が提案され、定性的な説明が与えられている。しかしこの臨界速度に関して定量的な評価は現

在のところ行われていない。

任意負荷速度、温度下における破壊靭性値を推定する手法に関しても研究が行われている。 Costin

ら22)は 1018冷間加工材を用いて-157rv170
0

Cで動的破壊靭性試験を行い、破壊モードがへき

開の場合は Ritchieら23)が提案した localfracture criteriaを用い、延性破壊であれば Riceら9)

が提案したボイド合体モデルを修正したものを用いて破壊靭性値を推定する事を試みている。

また動的破壊靭性値を求めるための試験法 24)に関しては、規格化されたものは無いが、それぞ

れの目的に合わせて動的 COD試験、計装化シャルピー衝撃試験、動的 CT試験などが行われて

おり、規格化のための作業が進められている。また、より効果的な試験法の開発 25)に関しても精

力的な研究が進められている。
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1.4 破壊靭性値の負荷速度依存性の定量的評価にあたっての考え方

過去に行われた静的破壊靭性試験の結果に着目すると、降伏点が破壊靭性値の一義的関数となっ

ていることがわかる。そこで、破壊発生点の降伏点が破壊靭性値を律すると考えると、彼壊発生点

となるき裂先端近傍の降伏点の挙動を調査することによ り、負荷速度が破壊靭性値に及ぼす影響

を定量的に評価することが可能になると考えられる。また動的条件下において降伏点は R値の関

数として表されることから、き裂先端近傍のR値の挙動を調べることが必要である。 豊貞ら 8)

は、高速負荷時に高靭性領域においては、 R値によって推定される破壊靭性値よりも高い破壊靭

性値を測定している。この理由としては、 き裂先端近傍における塑性仕事に起因する発熱の散逸

が、 高速負荷条件下では十分に行われない状態で破壊が発生するので、 破壊発生点付近では周囲

温度よりも温度が高くなり、破壊発生点における実際の R値が大きくなるからではなし1かと推察

している。 従って、低靭性領域から高靭性領域までを含めてひずみ速度が破壊靭性値に及ぼす

影響を定量的に評価するには、負荷過程中のき裂先端近傍の塑性仕事による局部温度上昇量を惟

定する必要がある。 局部温度上昇を評価するためには、き裂先端近傍における塑性仕事を評価

する必要がある。ところで、構造用鋼の応力~ひずみ関係は、 一般にひずみ速度及び温度の影響

を受けることが知られている。高速負荷時のき裂先端近傍では、ひずみ速度及び温度は負荷過程

中においても変化しているために負荷過程中の塑性仕事を把握するためには、これらの効果を考

慮、できる応力~ひずみ構成関係を確立する必要がある。これまでに提案されているひずみ速度及

び温度の影響を考慮、した応力~ひずみ構成関係では動的応力と静的応力の差、すなわち過応力と

塑性ひずみ速度の関係に着目したものが一般的 26)である。しかし完全に静的な条件下で引張試験

を行うことは不可能であり、静的条件というものの定義には、唆昧さが残っている。故に静的~

動的までを統一的に取り扱える応力~ひずみ構成関係を求めることも必要となってくる。

1.5 本論文の構成

本論文は、破壊靭性値に及ぼす負荷速度の影響の定量的な評価法を確立することを 目的として

おり、 8章から構成されている。

第 1章は緒論であり、本研究の背景、目的、本論文の構成について説明している。

第2章では、ひずみ速度及び温度の影響を考慮し、静的条件から動的条件までを統一的に表現

できる応力~ひずみ構成関係を導出している。

第 3章では、第 2章で導出した応力~ひずみ構成関係を組み込み、 き裂鈍化の影響も考慮、でき

るように剛性マトリックスを作成した動的熱弾塑性有限要素法を開発した。
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第4章では、塑性仕事が熱に変換される割合を実験的に求め、種々の負荷速度下で CT試験片

におけるき裂先端近傍の局部温度上昇をサーモピュアを用いて計測し、第 3章で開発した有限要

素法を用いて局部温度上昇分布を計算し実験値との対比、 検討を行った。

第5章では、第 4章の計算結果から、破壊靭性値を律する と想定されるき裂先端近傍のR値分

布について調査し、この結果も考慮、して、 任意負荷速度下における破壊靭性値の推定手法を提案

した。

第6章では、第 5章で提案した考え方に従い、 静的破壊靭性試験の結果に基ずいて第 3章で開

発した有限要素法を用い任意負荷速度下における破壊靭性値を推定し、過去に行われた破壊靭性

試験結果との対比、検討を行った。また、第 5章で提案した考え方により、 最小の破壊靭性値を与

える負荷速度である臨界速度を生じる現象に関して説明ができるか否かの定量的な検討も行った。

第 7章では、第 6章までに示した破壊靭性値の負荷速度依存性の定量的な評価を、有限要素解

析を行うことなく簡便に行う手法を提案し、その妥当性を示している。

第8章では、本研究の成果及び今後の課題を述べている。
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第 2章

ひずみ速度及び温度を考慮、した構造用鋼の構成方程式に

ついて

2.1 緒言

鋼材の応力~ひずみ関係は、ひずみ速度及び温度の影響を受けることが一般的に知られている。

応力、ひずみ、ひずみ速度、温度聞の構成関係は材料の基本特性であり、動的問題解明のために

は極めて重要な関係である。そのため今日まで多くの研究が行われ、種々の形の構成方程式が提

案されている。これらの提案式においては、動的応力と静的応力の差である過応力と塑性ひずみ

速度の関係に注目したものが一般的 1)である。しかし、完全に静的な状態で引張試験を行うこと

は不可能であるために、経験的にほとんど応力~ひずみ関係に影響を与えない低引張速度下の試

験を準静的状態と見なしており、準静的あるいは静的という言葉には唆昧さが残る。

Bennetら2)は活性化エネルギ論的立場より、降伏点はひずみ速度と温度の関数である Strain

rate-temperature parameter (R)に依存して変化することを導出し、実験的研究によってもこ

の事は裏ずけされている 3)4)。すなわち、ひずみ速度は R値により温度と等価な量として表現さ

れていることになる。従って、準静的試験で温度を変化させる事は R値を変化させる事と対応し、

温度を一定としてひずみ速度を変化させた試験でも温度を変えた試験と同じ応力~ひずみ関係が

得られるものと期待される。そこでひずみ速度、温度を種々変化させた丸棒引張試験を行い、 R

値の関数としての材料の構成方程式が成立するか否かを検討する事にした。

2.2 実験方法

供試材料には降伏点の異なる 2種類の構造用鋼である軟鋼 (SM41B)及び HT-80鋼を採用し、

これらの鋼材から Fig.2-1に示す試験片を作成し、荷重点変位速度と雰囲気温度を Table2 -1 

に示すように種々変化させて、実験を行った。ここで 2種類の試験片形状を示しているが、この

理由については次節で述べる。また、供試材料の化学成分及び機械的性質を Table 2 -3 '" 2 -6 

に示す。なお、この実験の設定温度は育熱脆性を生ずる温度より十分低く、低温実験を主体とし
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ている。試験片の冷却に当たっては、噴霧状液体窒素中に試験片を設置し、試験片が一様温度と

なる様に十分試験開始までの冷却時間(約 30分)を取り、試験中に試験片の周囲温度は常に設定

温度に対して土2
0

C内に収まるように電磁弁を使用して液体窒素の流入量を制御した。引張試験

は、 10tonサーボ型油圧疲労試験機を用いて一定の荷重点変位速度を与え、試験片が破断するまで

引張り、ロードセルから検出される荷重、試験片の温度、直径変化を計測し、その結果より真応

力、 真ひずみ、ひずみ速度を求めた。なお試験片は、くびれ部を限定するために、 Fig.2-1に示

すように砂時計型試験片を用いた。 真応力の算定にあたっては試験片のくびれによる応力集中の

効果を考慮、した Bridgman5)の方法に従い補正を行った。試験計測系統の概略説明図を Fig.2-2 

に示す。

Table 2ー1Condition of tensile t凶 tswith Hour-grass 

shaped specimen (SM41B) . 

Specimen No. Crosshead CircumferentiaJ 

S戸ed(凹nJs) temperature ('C) 

SM1-1 0.05 20 

SMト2 0.05 。
SMl-3 0.05 -30 

SMl-4 0.05 ーω
SMl-5 0.05 -1∞ 
SM2-1 1 20 

SM2-2 1 。
SM2-3 1 -30 

SM3-1 50 20 

SM3-2 50 。
SM3-3 50 -30 

SM3-4 50 一ω
SM3-5 50 -1∞ 
S恥14-1 150 20 

SM4-2 150 。
SM4-3 150 -30 

SM4-4 150 ーω
SM4-5 150 -1∞ 

12 

Table 2-2 Condition of tensile tests with Hour-grass 

shaped specimen (1-汀-80).

Specimen No. Crosshead Circumferential 

speed (mmls) temperature ('C) 

HT1-1 0.05 20 

HTl-2 0.05 。
HTl-3 0.05 -50 

HT2-1 10 20 

HT2-2 10 。
日τ'2-3 10 -50 

HT3-1 50 20 

HT3-2 50 -50 

HT4-3 100 -50 



Table 2-4 Mecharucal properties(SM41 B). 
Tensile properties 

Table 2-6MechaIUcal properti叫HT-80).
Tensile properties Charpy energy 

(kgj . m)ーlS0C

29.8 

Mn Cu Ni Cr Mo V 
刈 Cl'n = C +一一+一一十一一+一一+一一+ー
ノ し'i 6'  15 . 15 5 5 5 

Si M n Cu Cr N i M 0 V 
*) Pr:m 二一一+一一一+一一+一一+一一+一一+-=-=-+ 5B 

/ レ川 60 ' 20 . 20 ' 20 ' 60 ' 15 ' 10 

(a) Hour-grass shapcd sp巴cimcl1.

(b) Hour-grass shapcu spccimcn. 

Fig.2-1 Spccim巴nconfigurations. 
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2.3 実験結果及び考察

引張試験で得られた軟鋼 (SM41B)の降伏点と温度の関係を Fig.2-3に、 HT-80鋼の降伏点と

温度の関係を Fig.2-4に示す。 Fig.2-3、Fig.2-4からわかるように低温になるほど、また荷

重点変位速度が速 くなるほど降伏点は上昇している。 Bennet2)らは、活性化エネルギ論的立場よ

り、 降伏点(σy)は以下に示す Strainrate-temperature parameter (R)の関数として表される

ことを示した。

R = Tln(A/i) (K) 

、
しだた

(2.1 ) 

T:温度 (K)，A:材料定数，i ひずみ速度

すなわち R値はひずみ速度と温度の関数とな っており、準静的試験における降伏点の温度依存

性と同等の関係が、 高ひずみ速度下での降伏点に関し、 R値依存性と して保持されるであろうこ

とがj切待できる。準静的試験では、降伏点と温度の関係がアレニウス型で表せていることを考慮、

すると、

σy = B exp ( C / R) (MPa) (2.2) 

なる型で与えられることが期待される。ここで B、Cは材料定数である。
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Fig.2-3 Results of Hour-grass. sh叩edbar tensile tests 
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」
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Fig.2-4 Results of Hour-grass sbaped bar teqsJle tests 
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ところで(2.1)、(2.2)式の定数A、B、Cについて種々の温度、ひずみ速度下で引強試験を行って求

めたσyから、 Aを固定して B、Cを最小2乗法で求め、その場合の相関係数と Aとの関係を求めた。

この結果を軟鋼 (SM41B)の場合について Fig.2-5に

...... 
c 。
o 
志 0.8
0 
ι2 

c 
o 
の
石 0.6
'-
'-
0 
0 

示す。 Fig.2-5を見るとわかるように、 Aが105rv 1015 

の範囲で相関係数はほとんど一定になる。また、 HT-80

鋼についても同様な結果であった。従ってここではすべ

ての鋼種について Bennetらにならい A= 108と固定し

その結果は、

C = 3497(K) (SM41B) t 
C = 1412(K) (HT-80) J 

て、 B、Cを最小 2乗法で求めた。

B = 204.7(MPa) 

B = 622.2(MPa) 
10" 10~ 1010 

Constant : A (S-1) 

0.4 
100 

となる。各引張試験片の R値を求め、降伏点との関係で

日g.2-5ch臼 gcof∞rrclation∞cf5cicot (SM41B) 
整理し直したのを軟鋼 (SM41B)について Fig.2-6に、

HT-80鋼について Fig.2-7に示す。なお図中の実線は(2.1)、(2.2)、(2.3)式から得られたもの

である。 Fig.2-6" Fig.2 -7からわかるように本供試鋼材の降伏点は (2.1)、(2.2)、(2.3)式で

十分精度よく表されている事がわかる。(それぞれの図中における破線については後述する。)な

お上記において降伏点は軟鋼 (SM41B)については下降伏点を、 HT-80鋼については 0.2%耐力を

一一 σy= 622.2 exp(1412/R) 

ー σy= 656.3 exp(1159/R) 

R = T In(1.0X 108
/ t ) 

6 
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一一 σy= 204.7exp(3497/R) 

ー σy= 221.8exp(2872/R) 
R = T I n (1 .0 X 10
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/ E: ) 

点
、臼ド¥九
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Fig.2-7 Results of Hour-g:rぉssbaped bar tensile tests 
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ところで、軟鋼のように明確な降伏現象を生じる場合には踊り場が生じる。降伏現象あるいは

塑性変形は、熱揺動による転位または原子の移動現象と解するならば、降伏点が大なる程、稼働

転位密度が小となり、移動速度に限界があると考えられるので、加工硬化開始点のひずみは降伏

そこで軟鋼 (SM41B)について加工硬化開始点のひず点、が大なる程、小なることが考えられる。

みεkと降伏点の関係を求めると Fig.2-8のようになり¥ほぼ一義的にεんがσyの関数として表し

得る事がわかる。 εkとσyの関係を最小 2乗法より求めると

(2.1 ) εk二 (3.399X 104)σ72360 

となる。(ただし、 σyの単位は (MPa))

一方、静的試験において、 応力σは多くの材料においてε>九の範囲で・

(2.5) σ=Fεη 

η:ひずみ硬化係数F:強度係数、
、

しだた

従って、静的条件下における応力~ひずみ関係を両なる関係が成立することが知られている。

対数グラフで表すと模式的に Fig.2-9のようになり、静的な場合にはひずみ磁化指数は一定で

(2.6) 

ここで、 Fは以下のようにして決定される。 (2.5)式の両辺の常用対数を取ると、

log σ= logF +ηlog ε 

ある。

1000 

m 
止

2 

e k 

Strain: e 

0.1 

bσY 

(/) 
(/) 

Q) 

(j) 

100 
0.01 

e k = a。σY4360

(30 = 3.399 x 104) 

口

口。

。
。

ぷ 0.05 
~ 

CJ) 

E 004 
<l) 

てコ
何

_c 0.03 
c 
.司
よコ
(/) 

_ 0.02 
0 

C 

何

~ 0.01 

4回d。
(/) 

c 
o 

マ

Fig.2-9 Modificicatioo of stress-strain diagram 00 logむ ithmicscales. 
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また Fig.2-9からわかるように、 ε〉 εkの範囲では、雨対数グラフに示された応力~ひずみ関

係は、点 (logεゎlogσy)を通り、傾き ηの直線なので

logσ 一logσy=九{引logε 一logεん)

loga =叫号計)十h川η川l

と表される。 (2.6)、(2.7)式は同じものを表現しているので、

(2.7) 

Y
一η
k

σ
一
ε

一一F
 

(2.8) 

とFが定められる。 軟鋼のように明確な降伏現象を示す場合は降伏現象に踊り場が生るが、一

般的な応力~ひずみ関係は、 Ramberg-Osgood型の応力~ひずみ関係 6)のように踊り場を生じな

い。この場合の定数 Fは、 σyとして 0.2%i耐力を取るならば、以下のように決定される。

加工硬化開始以後の応力~ひずみ関係を Fig.2-9のように両対数グラフで表すと、点 (log(0.002十

σy / E)， logσy)を通り、傾き ηの直線なので

log a =叫σy/ (示+引いηlogε

と表される。 (2.6)、(2.9)式は同じものを表現しているので、

F=σy/ (示+筈)η

(2.9) 

(2.10) 

とFが定められる。 0.5 

加工硬化開始点においては、塑性仕事に C 
o MS(RT-ー196"C) by 110 

• SM41(RT-ー196"C) by 110 

よる発熱は十分小さいために、動的な荷重 さ 0.4
ロ S同 O(RT-ー196"C) by 110 

v KT50(RT--ゆ6"C) by 110 
Q) 。SM50+them唱 Icyde byH珂附町a

が作用している際でも静的な場合と同様に u - 九曜ヨ byToy曲 aOaet.aJ. 

ヒQ) " KT60(RT-ー1∞℃) by TT町oyr.田沌aada eH.a. 

(2.5)式が成立すると考えられる。また豊貞
- ル6ロα~ by T O'yOS8Oa e此剖.

8 0.3 "'''' .. SM41-B (22t) 
可

v 
• HT80限司

ら7)によると、種々の鋼材のひずみ硬化係数 0) o HT80 (25t) bySR195 

C 

ηは降伏点の関数として一義的に与えられ
C 

三喜出二 一r~ ぷ v
n = -0.11097+ 169.63/σy-19580/a y2 

るので、彼らがσyとηの関係を決定するた

めに用いたデータに今回の軟鋼 (SM41B)、 ~ 0.1 
回 v 
.b 

HT-80鋼¥さらに日本造船研究協会第 195 (j) 

研究部会において実施された板厚 25mmの
。
200 400 600 800 1000 1200 

HT・80鋼を用いた実験結果 8)を加えて、加 Yield stress:σy (MPa) 

工硬化開始点における η とσyの関係を求め

ると Fig.2-10のようになり、ほぼ一義的にJJLI工硬化開始点における η がσyの関数として表せ

得る事がわかる。 η とσyの関係を最小 2乗法より求めると

日g.2-10Rclalion bctwCCD yicld sl比ssand strain b紅白ning∞cfficicnl

九=-0.11097 + 169.63/σy -19580/σ予 (2.11) 
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ー-・←

となる。(ただし、 σyの単位は (MPa))

ここで上記で導出した式を用い、種々の R値に対して負荷過程中に R値が一定であるとした場

合の、初期降伏後の応力~ひずみ関係を求めた。これを軟鋼 (SlvI41B)については F'ig，2-11に、

HT-80鋼については Fig，2-12に示す。高速負荷時にはひずみ速度が速くなるので、氾度が一定

の場合 R値が減少する。しかし、高速負荷時に塑性仕事による発熱の散逸が十分には行われない

ため試験片の温度上昇が生 じる場合には、 R値が負荷と共に大きくなることも考えられる。この

ように負荷過程中に R値は複雑に変化しており、その変化に伴い Fig.2-11、Fig.2-12のそれ

ぞれの R値に対応した線上を遷移 してい くことが期待される。
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/ / R = 5000 (K) 
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Fig.2-11 Stress-straio出agr釘nfor various strain rate-temperature Fig.2-12 Str回 s-stra出 diagramfor various straio rate-temperature 

parameter io the quasi-static cooditioロ(SM41B). parameter出 thequasi-static cooditioo (1-IT -80) . 

In凶 tdata straln(ε) ， straln rate( E ) ， temperature(T) 

Onset strain of straln hardening:九|什om(2.4) 

No 

什αη(2.11) 

(a) SM41B (b) HT-80 

Fig.2-13 Determination of stre岱 usingstrain rate-temperature parameter. 

19 



---

この考え方に従えば、その時点でのひずみ、ひずみ速度、温度が解れば、応力を推定すること

が可能となる。この考え方による応力~ひずみ関係j{t定の流れを軟鋼のように降伏現象に踊り坊

を生じる場合について Fig.2-13(α)に、また一般の鋼材のように明確な降伏現象を生じない場

合については (b)に示す。

次に Fig.2-13の考え方に従って、負荷過程中の応力の推定を試みた。なお応力の推定に当

たっては、実験で計測したひずみ、ひずみ速度、温度を用いて計算している。実験から符られた

応力~ひずみ関係の例を実線で、Fig.2-13の流れに従い求められた応力~ひずみ関係を破線で¥

軟鋼 (SM41B)については Fig.2-14に、 HT-80鋼については Fig.2-15に示した。

Fig.2 -14(α)、Fig.2-15(α)は実験条件が負荷速度 0.05mm/s、設定温度 20
0

Cというほほ静

的な条件下での実験であり、 Fig.2-15( b)は負荷速度 100mm/s、設定混度-50
0

Cという条件下

での実験であるが、実験値と推定値はほぼ一致している。これに対し Fig.2-14(b)は負荷速度

150mm/s、設定温度OOCとしづ実験条件であり¥この場合はひずみの増加に伴い実験他より推定

値が大きな応力を与えている。推定値の応力が高めになる理由としては第 1に、熱電対を試験片

表面に取り付けて温度計測を行ない、この温度を用いて応力を推定したためであると考えられる。

。 0.2 0.4 0.6 。 0.1 0.2 0.3 0.4 

Strain:ε Strain:ε 

(a) (00おhcadspccd=O.05mm/s ， Tωtcm pcraturc=20 "C) (b) (Oos.shcad spccd=15αmゾs， Tcst tcmpcraturc=O"C) 

Fig.2-14 Estimated and experimented stress-strain diagrams with vario凶 croお headspeeds and temperatures (SM41B) 

1300 
ro 
止 1100
2 
。900

~ 700 
(J) 

巴叩O
(j) 

Strain:ε 
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すなわち塑性仕事が大きく、その大部分が熱に変換されると考えられるが、低速度下では熱伝

導により熱が試験片のつかみ部方向に散逸するため、ほとんど温度上昇は生じないと考えられる

のに対して、高速度下では散逸するための十分な時間がないために塑性仕事による温度上昇がt

じるものと考えられる。試験片中央部においては、その周囲も発熱しているため、 発熱の散逸は

つかみ部方向のみの一次元的なものに限られるが、表面部は雰囲気温度である外部と隣接してい

るため二次元的な発熱の散逸が起こると考えられる。これらの事を勘案すると、試験片表面で計

測された温度上昇量は試験片中心部よりも小さな値であったと考えられる。従って応力の惟定の

ために計算された R値は、今回計算された値に比べ実際は大きな値であると考えられる。 R値が

大きくなると Fig.2-11" Fig.2 -12からもわかるように、 計算値はより笑測値に近づくものと

期待される。本章の実験は、まず軟鋼 (SM41B)の試験片 (Fig.2-1(α))を用いて行った。この試

験片の最小断面直径は 10mmであり、この直径では試験片中央部と表面で温度の差が生じること

が考えられる結果を得たので、 HT-80鋼の試験片 (Fig.2-l(b))の最小断面直径を 6m7nとした。

その結果、 HT-80鋼の実験において最も負荷速度の速い時の実験結果(負荷速度 100mm/s)であ

るFig.2-15(b)においては、応力の実験値と推定値はほぼよく 一致 している。この事からも、 上

記の考察結果の妥当性がうかがえる。
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また第 2の理由として、試験片の直径変化の計測の誤差の影響も考えられる。 Fig.2-14(b)は

低温での実験であり、所定の温度に冷却し、試験片全体の温度が一定になるのを待つために約 30

分の時間を取っており、 この間に直径変化を計測するクリップゲージにおが付着し、 この影響で

直径変化が小さめに計測され、応力値が大きく計算されたものとも考えられる。

さらに全ての試験片につき軟鋼 (SM41B)に関しては、 ε=0.05，0.1ヲ0.2，0.3における応力の実視IJ

値と推定値との関係を、 HT-80鋼に関してはε=0.02，0.05，0.1，0.2における応力の笑洲市在と舵定

値との関係を Fig.2-16" Fig.2-17に示す。(ただし、 HT-80鋼については、上記のひずみに

達する以前に破断しているものあり、 これは同図からは除いている。)これらの図を見ると解る

ように、ややぱらつきはあるものの上記の理由も勘案すると、両者はほぼ一致していると見なせ

る。従って、 Fig.2-13に示す流れに従うことにより任意温度、ひずみ速度下の応力~ひずみ関

係が推定できると判断される。
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2.4 任意温度、ひずみ速度下における構成方程式

前節の結果から構造用鋼の応力~ひずみ関係を推定するためには、負荷過程中の時々刻々にお

ける R値を推定する必要がある。 Rイ直は降伏点σyと一義的な関係があるので、任意の鋼材のσyを

推定する事ができれば、任意の構造用鋼材の応力~ひずみ関係が推定できることになる。静的条

件下では、常温 (200C)での降伏点がわかれば任意温度での静的降伏点を推定する手法が、日本溶

接協会の鉄鋼部技術委員会 TM委員会 9)によって提案されている。以下にその概略を述べる。

低温引張試験によって求められた降伏点σyと温度の関係は、温度に関して減少関数となってい

る。またσyの値を対数値で表し、それを絶対温度の逆数との関係で表すと logσyと絶対温度の逆

数 l/Tは直線にあると見なせる。そこでσyをこの直線関係にあてはめ、 (2.12)式の形の近似式を

つくることを考える。

σy二 Bexp山 (2.12) 

ここで B、s:材料定数、 T:温度

この式を常温 (200C)での降伏点σYOを用いて変形すると、次に示されるような式となる。

σy=σ…(ベトーネ)} (2.13) 

(ただしσy、σYOの単'位は (kgf/mm2)、ム Tの単位は (K)である。)

各試験材の引張試験結果を最小 2乗計算を行うことによって式 (2.12)の形にあてはめると、 F

とlnσYOの関係が (2.14)式で与えられる。ここでTM委員会の提案式は応力の単位を [kgf/mm2] 

として得られたものなので、以下では SI単位系に変換して取り扱う。

s = 481.4 -66.51nσYO (σYOの単位は [MPα]) (2.14) 

以上の結果より、静的な場合、常温 (20
0C)での降伏点がわかれば任意温度での静的降伏点は次

式によって推定することができる。

σy=σ内心481.4-66.51nσYO) (十一志)} (2.15) 

上式を決定するために用いられたデータに加えて、今回実験を行った軟鋼 (SM-41B)とHT-80%l~ 、

さらに運輸省船舶技術研究所、目立造船(株)、住友金属工業(株)により構成された氷海構造物共

同研究会 10)が行った板厚 75mmのHT-50鋼 (TMCP鋼)による実験データを加えて (2.14)式を

求め直し、 (2.15)式に相当するものを導出し直した。その結果は

σy=σYOexpか497.5-68.91n ayo) (~ーネ)} (2.16) 
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(2.16)式と、今回実験を行った軟鋼

(SM41B)、HT-80鋼、さらに HT-50鋼

の室温静的降伏点を用いて、任意温度、

ひずみ速度下における降伏点を推定する

ことをまず試みる。負荷過程中に時々刻々

の降伏点 (σy)がほとんど変化しない場

合は静的条件下で負荷が行われたと見な

して良いので、このような場合のひずみ

速度tについて今回の実験結果を調査し

た結果、ほぽ 5.0X 10-5で一定であった

ことから、静的条件下でのひずみ速度tを

5.0 X 10-5と仮定して、軟鋼 (SM41B)、
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法で求めた。 (HT-50鋼の材料定数 Aは前述の結果より A= 108としている。)
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」一一
その結果は、

B = 221.8 (MPa) 

B = 656.3 (MPa) 

B = 247.8 (MPa) 

C二 2872(K) (S~141B) i 
C = 1159 (K) (HT-80) 1 
Cニ 2697(K) (HT-50) ) 

(2.17) 

となり、 Fig.2-6、Fig.2-7に破線でそれぞれの最小 2釆近似山総を示す。また IIT-50鋼に|刈

しては Fig.2-18に実験値と実験結果に対する最小 2乗近似曲線を笑総で示し...(2.17)式による

最小 2乗近似結果を破線で示す。 実験値とわずかに異な ってはし、るものの、3極の鋼材いずれに

ついても両者は良い一致を示していることが解る。

次に、 (2.17)式で与えられる材料定数B、Cを用いて降伏点を推定し、 Fig.2--13の流れに従っ

て任意温度、ひずみ速度下の応力~ひずみ関係を推定する事を試みた。その一例について実験結

果との比較を軟鋼 (SM41B)については Fig.2-19に、 HT-80鋼については Fig.2-20に、実験

値を実線で、推定値を破線で示す。(なお応力の推定に当たってはここでも、実験で計測 したひず

み、ひずみ速度、温度を用いて計算している。)Fig.2 -19(α)、Fig.2-20(α)は実験条件が負荷

速度 0.05mmjs、設定温度 20
0Cというほぼ静的な条件下でのものであり、 実験値と推定値はほ

ぼ一致している。
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これに対し Fig.2-19(b)は負荷速度 150mm/s、設定温度 OOC、Fig.2-20(b)は負荷速度

これらは塑性変形の始まりの時点では¥応力100mm/s、設定温度-50
0

Cとしづ実験条件であり、

この理由は Fig.2-6， Fig.2 -7を見ると解るの値が実験値に比べると低めの値となっている。

ように、推定された降伏点が R値の低い部分で低めの値となることに起因している。

しかし負荷の進行に伴い、 実験値と推定値は一致する傾向を示している。さらに全ての試験片に

っき軟鋼 (SM41B)に関しては、 ε=0.05，0.1，0.2，0.3における応力の実測値と推定値との関係を、

HT-80鋼に関してはε=0.02，0.05，0.1，0.2における応力の実技Ij値と推定値との関係を Fig.2-21、

Fig.2 -22に示す。(ただし、 HT-80鏑については、上記のひずみに達する以前に破断 しているも

これは同図からは除いている。)これらの図を見ると解るように、ややぱらつきはあるのあり¥

ものの、両者はほぼ一致していることが解る。

ここで提案した椛造用鋼の任意温度、 ひずみ速度下における応力~ひずみ椛以上のことから、

成関係の推定手法に従えば、常温静的条件下における降伏点が分かれば任意の鋼材の任意温度、

さらに応力~ひずみ構成関係を推定出来る ことになる。ひずみ速度下の降伏点が推定でき、
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2.5 結言

高ひずみ速度下での材料の構成方程式を、一般的に使用されている準静的状態からの過応力と

いう考え方で導出した場合、準静的状態をどのひずみ速度で定義するかに問題が残る。それを避

けるために Strain rate-temperature parameter (R)が静的試験で行われている温度に対応する

とい静的試験での構成方程式の温度依存性の見地より、高ひずみ速度下での構成方程式を R値

を用いて拡張した。さらに、日本溶接協会鉄鋼部技術委員会 TM委員会において検討された、静

的条件下での任意温度における降伏点を推定する手法を R値を用いて拡張した。その結果、常混

で静的状態における降伏点が分かれば、任意の鋼材の任意温度、ひずみ速度下の降伏点が推定で

き、この結果本章で提案した手法に基ずいて任意の鋼材の任意温度、ひずみ速度下における応力

~ひずみ構成関係を推定することが可能となった。
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第 3章

動的熱弾塑性有限要素法の開発

3.1 緒言

高速変形下の材料の力学的挙動の解析は、構造物の安全性評価、適正な材料の選択等の上で非

常に重要であり、過去多くの研究が報告されている。しかし、その多くは、変形速度に伴う降伏点

の変化は無視されており、衝撃衝突、高速塑性加工等のような高速変形に対しては、材料特性の

ひずみ速度依存性および塑性変形に伴う発熱の影響を考慮、した解析が必要であろう。富田ら 1)2) 

は、ひずみ速度および塑性変形に伴う温度上昇を考慮した粘塑性構成式を提案し、その構成式の

有限要素法(接線剛性法)への導入方法を示した。

一方第 2章では、材料の降伏点を示すパラメータである Strainrate-temperature (R)を用いた

構成方程式を提案し、軟鋼 (SM41-B)及び HT-80鋼の単軸引張試験によってその妥当性を検証し

fこ。

ところで、有限要素法による弾塑性解析の方法は、主としてトmln法 3)に代表される接線剛性

法に基ずく直接法と、 radialreturn法 4)等の反復法に大別できる。しかし動的問題に対しては、

収束性の観点から荷重増分を大きく取れないことおよひ*プログラミングの容易性から直接法によ

る定式化を行ったものが多い。これに対して、反復法は動的弾塑性解析では荷重増分を大きく取

れるという利点が失われるものの、反復の問にひずみ速度等に依存する材料特性の変化を組み込

むことができるので、より精度の高い解析が期待できる。

本章では、河野ら 5)が提案した反復法を動的弾塑性問題へ適応できるように拡張し、さらに第

2章で提案した構成方程式を動的熱弾塑性有限要素法へ導入するアルゴリズムを提案する。

3.2 基礎式の導出

まず、河野ら 5)が提案した反復法による一般の弾塑性問題に対する有限要素法の定式化につい

て簡単に説明し、次に動的弾塑性問題に対する有限要素法の定式化を行うこととする。
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初期応力法による有限要素法の定式化

節点荷重 {F}と変位 {u}の関係をモデル化して Fig.3-1(α)の太実線のように校式的に表さ

れるものとする。剛性マトリックス [I(]が、点 Aの応力~ひずみ関係によって与えられる場合、

Fig.3 -1(α)に示す荷重増分{ムF}と点 Bの変位増分{ムuhの関係は次式のようになる。

3.2.1 
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Fig.3-1(b) Schematic i1lustration of strain and stress. Fig.3-1(a) Schematic i1lustration of noda1 displacement 

and nodalload. 

ここで、{ム凡}は強制変位増分による見かけの荷重増分、{ムサ1は力学的境界条件を満足する境界

の変位増分である。 (3.1)式の{ムF}に対応するひずみ増分及び応力増分をそれぞれ、 Fig.3-1(b)

に示すように{ムεh及び、{ムσ}Tlとすると、

(3.2) 

{ムF}= [I(]B{ムuh

ニエf附 D]B[B]{ムu}IdV二乞叫fμ州伊問附]T剛ムω叫叫εけ仏h

=ε仰い}T1dV

ひずみ~変位マトリックス

(B点における)剛性マトリックス(=乞f[B]T[D]B[B]dV)
(B点における)応力~ひずみマトリックス

[B] 
[I(]B 

[D]B 

fこだし、



また、{ムεhに対応する真の応力増分を{ムσhとし、 Fig.3-1に示す BCを荷重増分 {6F}

に加えたものを見かけの荷重増分とみなすと、 Fig.3-2に示すように、 BC=B'C"であることか

ら点 B'の変位増分{ムU)2は次式を解くことによって求めることができる。

戸]{ムU}2=同一{ム凡}+(Lj[B]T{ムσ}T1dV-εf附ムσ}Id1f) (3.3) 

上式においては、微小変形を仮定してお

L J[s]T {ムσ}T1dV

一 εJ[s]T{ムσ}ldV

ーi
r
J

F
 

r
l〈
l
L

り、剛性マトリックス [I(]は負荷過程中、

(3.3)式の操作を順次繰り返すと次式

一定であるとしている。

{ムF}

{F(η+1)} 

-
L
f
J
 

F
 

「
4
1
L

日
)
吋

o
-
1日

)
O
Z

(3.4) 

を得る。

{仏ムFη}+εfμ何伊問]T{仏ムσ}T(i穴刊i一μ

一玄fμ何戸問lい hレM一→-l
d

=εf伊印川V

{ムu(円+l)h

(ムu(川 )h

[I(]{ムU}i= {ムF}-{6Fu} 

+ ε j[問阿附B判町附]T円T吋{仏ムω吋σけ市}片}T(i川T穴刊貯川(ド卜仰i←凶イ一斗1

一乞f附
= 乞j[伊B]T{仏ムω吋σけゆ}汁}Ti幻Ti-一{仏ム叫叫凡川} 

(3.5) 

{u} { u(η+1)} 

Nodal displacement 

、L{
J

、、E』
，

Jη
 u

 

f
J
1
L
 

[I(]{ムU}i+l= {ムF}-{ムFu}

+玄f附ム的州σけ(J}Tid 

一ε/同]T{ムσ}idV (3.6) 

Fig.3-2 Schematic i]lustration of iterative method. 

(3.6)式から (3.5)式を引くと次式が得ら

れる。

同{ムll}i+l=間ムU}i-L仰い}idV+ {ムF}

(3.7)式を反復計算する事によって、許容誤差内で解を得ることができる。ここで Superscript

の(n+1)及び(n)はFig.3-1に示す荷重増分に対するステップ数を、 Subscriptのiは(n)ステッ

(3.7) 
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プから (n+1)ステップに達するまでの計算ステージ数を表している。

最終ステップにおける節点変位が要素寸法に比較して無視できない場合([引を更新していく必

要がある場合)、反復法の定式化は以下のようにして導かれる。

節点荷重{{F(η)} + {ムF}}に対応する応力を {{σ(n)}+ {ムσ}}とすると仮想仕事の原理より、

{仰6仇U}円TηT{{Fげ肘川凶(い例n吋)}+ {仏何州ムU叫Fη}}ト=仰州}T乞fμ回川η可T{{a(いμσ〆(州η吋)

ただし、 {81l}:仮想、節点変位

附九)}+阿}=Lj回い叩

あるいは、

乞j[μμ[伊凶Bが併(い何川η叫+

ここで、 [B(叫 1)]は (n+1)ステップの変位増分をひずみ増分に変換するマトリックスであり、

[B(n+1)]を次のように分解する。 ([B(η+1)]は(n+1)ステップにおける座標を用いたマトリックス

である。)

[B(川叶 =[B(η)] + [ムB]

(3.10)式を用いて (3.9)式の左辺を変形すると

ε 戸B( 叶 l)]T 阿 dV 二 ε f向μ伊凶(い例叩η吋)

二 Lj回(η)]T伊][B町ム仰+Lj[d.B]T{ムσ}dV

(3.10) 

二 [1((η)]{幻}+ L j[d.B]T体制 (3.11) 

ここで [1((η)]はい)ステップにおける剛性マトリックスであり、以下の関係が成立する。

[1(( η )] = ε fμμ[伊凶肘附Bが計例(い川町η吋)

(伶3.11リ)式を用いると (ρ3.9幻)式は以下のように表される。

ロピ(η)]阿=εj[d.B]T{ム 川-εμ(川

(3.6)式の場合と同様に考えると、次式が成立する。

[1((η)]{ムU}i=附九吋)}+ {仏ムU叫叫Fη刊}η)ト一げ仇山~}十 εfμ[伊附B

一ε fμ仰凹凶(い何川川η叫叩+刊叩1リ)

(3.12) 



ここで (3.4)式より

{ {F(η)} + {ムF}}

+Lj[B(叫l)]T{σ (π)+ ムσ}T(i-1)dV 一乞fμμ[問凶Bが許抑炉(い川川川η叫叩+1叩1リ)

= ε fμ伊凶(い川川川η叫叩+刊叩1り)

(作3.14め)式に(伶3.15め)式を代入すると、

[υ休戸凶附山IλK以附刊(μ作州Fイや判(い例η吋)] 川 = ε fμμ伊凶(い何川九叫叩+村叩1り)

(伶3.14め)式で Subscriptのtをi+ 1に置き換えたものから、 (3.16)式を引くと

ロピ(九)]{ム内+1= 戸(い例町η吋)

一 乞fμμ問凶(い何川η叫叩+刊叩1吋)

となる。 [Bが(九+刊1)り]は陽に求めることができないので、これに対しても反復計算が必要である。す

なわち、

戸(η)]{ムめ+1= μ戸凶f〆作州(い例町九吋)

一ε fμμ伊凶(い川川η叫+

(3.18)式は変形の程度によって、次の 3通りの解法が考えられる。

山微小変形の場合。(最終計算結果の節点変位が [B]にほとんど影響を及ぼさない場合。)

この時、 [B(n+1)]は常に一定であるので、 (3.18)式は次のようになる。

[I(]{ム山+1=川6u}i+εj[B]T{ムσ川+{ムF} (3.19) 

なお、 [I(]は弾塑性応力~ひずみマトリックス [DP]を含むので各ステップごとに更新していく必

要がある。

[2] :最終変形は大変形であるが、各計算ステップの変位増分が小さい場合。

[I(町ム山+1= υ戸凶州f〆作仰州州(い例川町η吋叶吋)円川]{ムu山}i+ε fμμ伊凶(い川叩九吋)

一ε fμμ伊凶(い例叩η吋)

(伶3.2却0)式では、微小変形に比較して多少 [I(]の組立に時間がかかるが、述立方程式を解く回数は

同じであるので、同じステップ数では全計算時間は余り異ならないものと思われる。しかしステッ
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プ間隔は微小変形に比べて大きくとれるので、最終計算時間は短縮できる事が予想される。

[3]大変形で、しかもステップ間隔を大きく取りたい場合。

ロ((η)Jj{llU}i+1= [戸1((μ州州い例川門η吋叶勺)り弘Jj州，

一乞fμ仰伊凶(い何川n川+

上式においても、座屈のような問題では要素の回転などが無視できないので、ステップ間隔は小

さく取る必要があると思われる。

3.2.2 動的弾塑性問題に対する有限要素法

節点荷重 {F}と節点変位 {u}の関係は前述のものと同様に、 Fig.3-1の太実線で表す。また、

節点の加速度を{弘)と表す。

仮想仕事の原理より

{ou}T{{F(η)}+{llF}}={o匂}T[[M]{{弘(η)}+ {ム弘}}

+ 玄訂fμμ伊凶附(い川川η叫+

{ {F(いη)り}+ {ムF}}J= [μNJ列]{{い弘が(い川九吋)}+ {ム弘}}

+Lj同(叫l)]T{{ムσ}+{σ(π)}}dV ロ

ここで、何勾は質量マトリックスである。

時間増分ムtを十分小さく取った場合を考えると、 [B(叫 1)]勾 [B(η)]と置け、

ε j[μμ同凶Bが(川川九叫川+1叩1リ)
勾 Lj[B(η)]T {{σ(n)} + {仏ムω叫σけ仰}

= 乞fμμ[伊凶Bが(叩η吋)

= 乞fμμ[戸凶B以B(nい川叩η吋)

=ベ寸=[1(ロ戸1(が計刊州f〆作州(い川川n吋叶)り]{件ムω叫u吋}+乞fμμ同凶(叩η吋)
(伶3.23め)式を(伊3.2幻2)式に代入して整理すると、

[1((η)]{ムu}+ [M]{ {弘(π)+{ム長}}

= 一ε fμμ[同凶肘附B以計例(い例叩η吋)

ここで、 [R'(n)]は(η)ステップにおける材料定数および節点座標に基ずく剛性マトリックスであ

る。また、変位増分として次式で示す NewmarkのP法 6)を用いる。 (Newmarkの9法については
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付録Aで説明する。)

{ム弘}=一土τ{ム包)-i-{也(η)}一土{弘(n)} (3.25) 
s(斗t)2l - - J  sムtl- J 2s 

(3.25)式を (3.24)式に代入すると、

[[1((η)] +ー土τ[M]]{ムu}
s(円]り

= 一(ο1ト一右が)川[阿附M

+{日{F(いη吋)り}+ {ムF}η} (ρ3.26め) 

(3.26)式の解 (Fig.3-2中の B点)の変位{ムuhに対応する応力増分を{ムσ}Tlとすると、 (3.22)

式より

{{F(n)} + {ムF}}

= [M]{{弘(η)}+ {ωh} + ~ j[B(n)]T {{σ(η)} + {ムσ}Tl}dV (3.27) 

Fig.3 -2中に矢印で示す{ム吋1に対応する点 Cの真の応力を {{σ(n)}+ {ムσh}とすると、

BCに相当する荷重{ムF}BCは次のようになる。

同 BC = 阿]{{弘(九)}+ 仏州弘仏州h川1汁}+乞fμ[問凶州Bがr例州(い川川叩n吋叶)り]η勺T{{aい州σ

一阿問附州]{川附{日仰附{い弘

=工叫j[州 t札t州キ同Tl}dVーヱj[州{{州キ {d州 :V(3.28)

荷重増分{ムF}に{ムF}BCを加えたものを見かけの荷重増分とすると、この荷重(点 B')の下

での変位増分{ムU}2は次式を解くことによって求めることができる。

[[1((九)]十一土τ[M]]{ムU}2
s(込t)2 

=ベ1ーキ)州以η)}+古川(η)}-~ j[B(η)]T {σ(九)}dV+ {{F(η)} + {ムF}} 

キ吃ヱj附 V刊{{a( 

上式の解{ムu吋}2に対応する応力増分を{ムσ}汁T2として、 (3.27)式と同様に考えると、

{{内十 {dF}い(ヱj胆吋いσ}TldVーヱj[B(札)]T{da}川
=州州+{dU}2} + ~ j川町{σ(九)}+ {ムσ汁2}dV (3.30) 

(3.30)式を (3.29)式に用いると、

[[1((π)l+-L-E(Mll{Au}2 
内山j
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二一(1ーか[M]{u(n)} +土 [kf]{也(η)}一乞 /[s叩 {σ川dVs/L J ~ J sムtl--n - ) L..Jj 

+ ε fμμ伊凶肘附州(い例川叩η川叶)り]η勺T{{a(いμ川川σ〆山(いη吋n)}+ 

(σ3.29幻)、 (3.31)式と同様な操作を繰り返すと

[]((川]+ー土ヲ[M]]{ム匂}i
s(dt) 

= -(1-今か訓)[州M

+ ε fμμ[同凶Bが(η川刈叩)り)]Tη吋ヤ叩{α仰{いμσ〆(川勺恥}+ {仏ムω叫吋σ吋ゆ巾}汁}Tiれ州i}μdσV一[阿M川]{川]{{uα仰附附刊{い似川凶弘μ山似(い例~η吋)

[[戸凶]((η)り]+一土τ[悶M]日]{仏ム包}仏t叶+1
s(斗t)2

= -(1-寺か)州弘(い例町九吋)

+附η)}+同}+LJ[s叩 {{σ(n)}+州

一ε fμ伊凶(い川川η吋叶)り川]日川附]{{a(α伶ν附{いμ川川σ〆什(い川η吋削)

(伶3.33め)式から (σ3.32幻)式を引くと

[[](川+一人[M]]{ムサi+ls(凸t)2

= [[]((n)] + fJf: -L ¥? [M]]{ムU}i+ {{F(η)} + {ムF}}
s(ムtの)2

一玄訂fμμ[凹凶Bが併(い例叩η吋)

一べ(1一土)[M川]{伊似弘μ(n吋)}+」一寸[M叫]{い也(η吋勺)り}一一土一[M州]{仏ム包吋}i (伶3.34刊4め) s d t L _.~ j l - J s (ムt)2

となる。 (3.34)式が反復法による動的熱弾塑性有限要素法の基礎式であり、 i= 0では{ムU}o= 

{ムσ}o= 0と置けば良い。

3.3 既知のひずみ増分のもとでの応力増分の決定法

(3.18)、(3.34)式の計算において、 Fig.3-1の変位増分に対応する応力増分、換言すると与え

られたひずみ増分のもとで応力増分を求める必要がある。本報告では、動的問題においても Reuss

の仮定および塑性ポテンシャルとして vonMisesの式が成立すると仮定し、等方性材料について

ひずみ増分から応力増分を求める式を以下のように導く。

塑性仕事増分およびvonMisesの式は次のように定義される。

dWP = {σ}T{dεP} = dd{P 

。=f( {σ}) = [{σ}T[S]{σ}J1/2 
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[51] = 3[E] 

E:単位行列

ここで、 3は相当応力、 tPは相当塑性ひずみ、f({σ})は塑性ポテンシャルであり、式を簡略化す

るために以下では f= f( {σ})と表す。また関数 f({X})は[{X}[ 5]{ X} ]1/2を意味するものとす

るo (3・35)式、 Reussの仮定および vonMisesの式より、塑性ひずみ増分は次式で与えられる。

rlc1フ

{dεP} = {dε}一[De]-l{d (3.37) 

ここで、 [De]は弾性応力~ひずみマトリックスである。相当応力は、 単軸試験より得られた次の

関数Hに従うものとする。

a = f({σ}) = H (tP， dt / dt， T) (3.38) 

dt/dtは相当ひずみ速度、 Tは温度であり、 (3・39)、(3・37)式はし、ずれも古典的塑性力学で定義さ

れた関数である。すなわち、本研究では動的問題においても微小変形内であれば古典的塑性力学

が適用できると仮定した。

(3・35)式で示す塑性仕事増分を次のように差分表示する。なお、式の煩雑さを避けるため、 (3・34)

式で示した下付添字 iは省略する。

ムWP= {{σ(η)} + {ムσ}}T{L¥.εP}

= a(n+1) L¥.tP 

= f(η+1)ムtP (3.39) 

(3・39)式を満足するように (3.37)式を差分表示すると、次のようになる。

{ム♂}= {ムε}_[De]-l{ムσ}

-f品語品;刊問問仰川川[伊問附附附川S司叩削仰S]{{a(川仰附{α仰附{いμσ〆J州州ん(い例川州礼吋叶~川)り刷}い川+什{仏ム

ここで、次式で示すパラメータを導入する。

(3.40) 

♂
一
刊

ム
石
、一pf

J

一一
1
八

(3.41) 
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(3.41)式を用いて (3.40)式を変形すると、

上式より

[[E] +入[De][5]]{ 6.σ} = [De]{ムσ}+ {σ(η)}一[[E]+入[D
e
](5]]{σ(n)}

{ムσ}= [C]{[De]{ムε}+ {σ(n)} }一 {σ(n)}

[C] = [[E] +入[De
][5]]-1 

1 [Co] 0 1 
[C]= I" (\~~ ri".ll 

1 0 [C1] J 

r 1 + G入 G入 G入|

[Co] = ~1i f"'\ I l+G入 G入|
1 T 0¥...7八 L5ym1+  G入」

[ 中 1ふ入[E]

(3.42) 

ただし、 G は横弾性係数である。 [C]T[5][C1= {1/(1 + 3G入)2}[51となるので、 (3・41)式より

(η+ 1)ステップの相当応力は次のように入の関数で表される。

σ(叶 1)= f( {σ(n)} + {ムσ})

-lf([DE]{ムε}+{σ(礼)})
1 + 3G入

(3・41)式および (3・43)式より、相当塑性ひずみ増分は次式で表される。

却一 入 f([De]{ムε}+ {σ(れ)})
1 + 3G入

(3.43) 

(3.44 ) 

(3・38)式と (3・43)式の比較より、与えられたひずみ増分のもとでの応力増分が計算できる。す

なわち
H(tp(η)ヲムtP，6.t/ムt，T) = 0-(叶 1)

(3.43)式、 (3.44)式より (3.45)式は次のように表される。

(3.45) 

H(♂(れ)ヲムE??ムt/ムt，T)= f([De
]{ムε}+{σ(π)})-3Gム♂ (3・46)

ひずみ増分が既知の場合、 f([De]{ムε}+ {σ(n)} )は一定になるので、 (3・46)式の右辺はム♂に

関して減少関数となる。従って (3・46)式が解をもっ、すなわち降伏する条件は

f([De]{ムε}+{σ(九)})き H(tp
(九)ぅT) (3.47) 

となる o (3・46)式の右辺は相当塑性ひずみ増分の関数であるので、左辺が相当ひずみの関数で表

され、さらにその関数が相当塑性ひずみに関して、 dH/dEP> ー 3Gを満足していれば、 (3・46)式

の解が存在する o このムEPと(3・44)式より求めた入を、 (3・44)式および (3・43)式に代入すること

によって、応力増分および相当応力が求まる。なお、{ムε}の全てが既知でない場合、すなわち平

面応力状態については付録 Bで説明する。
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3.4 ひずみ速度および温度を考慮、した構成方程式による相当塑性ひずみ

増分の決定法

第 2章では Strainrate-temperature parameter (R)を用いて、次式で示す構造用鋼の構成方程

式を提案した。

R二 Tln(A/i)

1)初期降伏応力

σy = Bexp(C/R) 

2)塑性流れ域(軟鋼の様に明確な降伏現象を生じる場合)

εkニ D{sexp(C / R)}m 

3)加工硬化域

σ=α1 (ゴ
η=α0+α1/α1十α2/αi

α1 = B exp( C / R) 

α2二 D{Bexp( C / R)}m(塑性流れ域を生じる場合)

α2二 0.002+ {B exp( C / R)} / E(塑性流れ域を生じない場合)

ここで、 T : 温度 (K)
- A，B?c，mヲα0，α1ぅα2 : 材料定数(第 2章参照)

ひずみ速度

(3.48) 

(3.49) 

(3.50) 

(3.51) 

加工硬化開始点のひずみ

(3.48)式"，(3ω)式を有品素法に組み込むために、 (3叫に示すひずみ速度を次のように仮

定する。 f (ム5/ムt)/E (初期降伏)

ε= 1ムf/ムt (塑性流れ域、加工硬化域)

ただし、 Eはヤング率である。上式を用いると、初期降伏の判定条件は次のようになる。

また、塑性流れ域においては

ム5= f([De]{ムε}+{σ(n)})_ 5(η) 

R = T{ln(EA) -ln(ム5/ムt)}

B exp(C / R)壬f([De
]{ムε}+ {σ(れ)})

R = T{ln(A) -ln(ムf/ムt)}

B exp( C / R) = f([De]{ムε}+ {σ(η)}) -3Gふ♂
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なお、ムグが次式を満足しない場合または塑性流れ域を生じない場合には、加工硬化域の構成方

程式を用いる。

ム[p+ [p(η)壬D{sexp(C j R)}m 

加工硬化域では、 (3.51)式より

αl{(ム♂ +[p(n))jα2}η = j([De]{ムε}+ {σ(π)}) -3Gム♂

Generate stiffness matrix 

Cholesky decomposition 

Calculate nodal displacements 

Calculate element strains 

Calculate element stresses 

Check for an allowable error 

(plastic work increment) 

A I B 

Check for an allowable eπor I No 
(maximun equivalent strain increment) 

Calculate heat conduction 

Check for an allowable error 1_立2
(strain rate-tempe凶 ureparameter) 

Fig.3-3 Flow chart of iterative method. 

40 

(3.54 ) 

(3.55) 



(3・53)、(3・55)式を陽に解くことは困難であるので、ニュートン法等の適当な数値計算を用いる

必要がある。

Fio.3 -2に計算の流れ図を示す。なお、本研究では同図の Aループが収束した、すなわち

(3仏式が収束した後に塑性ひずみ増分が熱に変換されると仮定して、 C叫

り熱伝導問題を解いて温度上昇を求めた後に、再びこの温度上昇をも考慮、して剛性方程式を解き

ature parameterが収束、つまり同図の Bループが直し、各計算ステップ内で Strainrate-temperat 

収束するまで繰り返し計算を行う。

3.5 結言

本章ではひずみ速度及び負荷過程中の塑性仕事による温度上昇を考慮した動的熱弾塑性有限要

素法のアルゴリズムを提案した。本有限要素法の解析例については第 4章で示すことにするが、

本有限要素法を用いる事によって、ひずみ速度及び温度上昇を伴う場合の弾塑性応力解析が可能

となる。
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付録 A

Newmarkのグ法について

運動方程式を FEMにより半離散化した形で示すと次のようになる。

[M]{弘}+ [c]{也}+ [I(]{ 1L} = {F} 

ここで、 何1] : 質量マトリックス

[C] : 減衰マトリックス

[I(] : 剛性マトリックス

{1L} : 節点変位ベクトル

{F} : 節点荷重ベクトル

(A.1)式に t=Oでの初期条件

{1L(O)} = {1L}o ， {也(O)}= {也}O

(A.l) 

(A.2) 

を与えて解けばよい。 (3.1)式を時間に関して 1階の連立微分方程式に変換して解いてもよいが、 2

階微分の項を直接近似する方法がいくつか提案されている。その一つがNewmarkのP法である。

NewmarkのP法では、 t= tnでのいい、いいは既知として、 {1L}n+1、いい+1が次式で与えら

れると仮定する。(ここでムらは一定でなくてもよい。)

) {也}η+1= {也}η+{(1 -b)仰い+b{弘}叶1ムtn (件A.3め

仙伽1二 {い山u

ここでで、、ム 6は解の安定性や精度の観点から決定すべき定数である。 b= 1/2と選ぶことが多く、

Pについては s= 1/4(定加速度法)、 s= 1/6(線形加速度法)がよく用いられる o 今回はb= 1/2、

。=1/4を採用している。
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付録B

平面応力状態、に対する補足

刀平面に平行に外力が作用し、この面と直角方向に z軸をとる。塑性状態下の平面応力では、

叫ん変位増分から一義的に決定することができないので、附式の川州川f六爪([附ムk叫ε寸}+刊巾{いσ例

lはまJJ;の関数となる。従って、 (3.46)式から直接ム♂を求めることができないが、 (3.44)式に見られ

るようにムグも入の関数であるので、ム♂の代わり lこ入を求めれば応力増分などが計算できる。ここ

では、 (3・43)式で示す相当応力を入の関数として陽に示すことにする。 (3・42)式およびAσzより、

ムεz-一三z(kz+ムら)

(1 -2v)入 r~一(6éX +ム匂)+ a1n
) + σ~n) I 

2(1 -ν) + E入L1一ν 」

句

l
ムB

 

ここで、
E 

A 一 一一(ムε+ムε)+σ(η)十σ(η)
1-u Z3  

ムεz 一 Aε~+ ムε3
ν 

ムε: 一 一一一(6ex+ムら) (B.2) 
1-v 

Aε3 一一
(1 -2ν)入 A

2{(1 +ν)G入+(1 -v)} 

{ムεe} 一一 {ムεx6εν ムε;ムγXy}T

とおく o (B・2)式中の添字eおよびpは、弾性成分および塑性成分の意味ではなく便宜的につけた

ものであるo (B・2)式より f([De1{ムε}+{σ(九)})は以下に示すようになるo なお、 [S]および[D
e
]

ァ =0であるので、次の式を用いる。は、 γνz- γzx二 Tyz= Tzx - V I.，_(JJ'c.) V__' '-"  V "---~~ "~ --

i 1 -1/2 -1/2 0 I 
I 1 -1/2 0 I 

[S] = I Sym. 1 0 I 
I 3 I 

1-v ν ν 

一
。

1-2ν 11 -2ν 1-2ν 

問0=l! v I 

-ν ν 。
1-2ν 1-2ν 

1十ν
Sym. 

1-ν 
一 。
1-2ν 



f2([De]{ムε}+ {σ(九)})={[De]{6♂}+ {σ(n)} }T[S]{[D
e
]{6εe} + {σ(η)}} 

+~1-2ν)G入{(2 ー ν)G入+ (1 -v)lA2 (B・3)
{(1+ν)G入+(1-v)}2

(B・3)式から明らかなように、右辺の第 2項のみが入の関数となる。後で述べるが、 (3・43)式は

入き 0において減少関数であるので、 (B・3)式右辺第 1項の値によって降伏判定を行えばよいo す

なわち、
ー [{[De]{ムε}+{σ(η)}} T [ S] { [ D e] {ムεe}+ {σ(η)} } p/2きH(♂(η)，T) (B・4)

さらに、

レ れν(η)
ふ=一二二τ ムεx+ :-二一τムεν+σz
v 占 1-V"' 1 - V.， 

ふ =1L=ムεx+スτムεν +σ(n)
y 1 一 ν~ 1 - v-

子xy= Gム/xν十九ν

とおくと、 (B.3)式右辺の第 1式は以下のようになる。

{[De]{ムεe}+ {σ(九)}}T[S]{[De]{ム♂}+ {σ(n)} } 

= a; +弓一九九十 3弓ν

= B2 
¥
h，
/
 

v
D
 

B
 

/
l
、、

(B.2)式の第 1式は、

A=占叶仏εν)+σF)+古(山市)+σF)

=δx+δν 
、、E
，
ノ円。B

 

〆
'
E
t

、、

となるので、 (B.3)式の右辺第 2項は、

(1-2ν)G入{(2ν)G入+(1 一 ν)lA2=r_(/~1 ー ν)(1 + 3G入)iA2-lA2 
{(1十ν)G;十(1ー ν)}2 -JJ A~ = l2{(I十 ν)G入+(1一川

(B・3)、(B・5)、(B・7)式より (3・43)式で示す相当応力は次のようになる。

。-1ふ入f(附ムε}+ {σ町 J" 

r (1ー ν)2 Jt2↓ d _ A2 ~ 11/2 

= ¥4{(1 +ν)G入+(1ー ν)}2凡-， 4(1 + 3G入)2J 

、ltノ
ヴ

inυ 
/
l
¥
 

(B.8) 

(B.5)、(B.6)式より

4B2 - A2 = 4(δ:+δ;-δzδν 十3子ゐ)一{九十 δν}2

= 3{(九一九)2+ 4子2u}き0

A、Bは入とは無関係であるので、 (3・36)式より 3が入に関して減少関数となることがわかる o
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付録 C

有限要素法による熱伝導方程式の解法について

C.l 支配方程式

2次元問題についての連続体における、非定常熱伝導問題の支配方程式は、次式で与えら

れる。

ここで

4=去(KX~:) +会(κ与)+Q

T :温度(空間、時間の関数)

p :密度

C :比熱

κi i方向の熱伝導率

Q :単位時間に単位体積あたり供給される熱量(発熱率)

(C.l) 

簡単のために、ここでは等方性、すなわち"'x= "'y =κ(定数)の場合について説明する。この

とき (C.l)式は次のようになる。

4=κ(芸+手)+Q (C.2) 

上記の非定常熱伝導方程式は、問題の種類により以下のような境界条件が課せられる。なお、

熱流束 qはFourierの法則により、
θT 

q=一κθη

で与えられる。ここで η は境界上での外向き放線である。

(a)境界 Sl上で温度が規定される場合。(規定温度T)

T = T on Sl 

(b)境界 S2上で、熱流速 qoが流入(流出)する場合。

q = qo on S2 
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(C.3) 

(C.4 ) 

(C.5) 



(c)境界 S3上で熱伝達がある場合。

q=αc(T -Tc) on S3 

ここでαc'熱伝達係数、 Tc:外部温度

( d)境界 S4上で熱放射がある場合。

q=εσF(T4 
- T;) 0η S4 

ここでε:放射率、 σ:Stefan-Boltzman定数、 F:形状係数、 Tr:放射源温度

(C.7)式のままでは、式が非線形となっており扱いにくい。そこで、

αr -εσF(T + Tr )(T
2 + T;) 

と置くことにより、 (C.7)式は見かけ上次のような線形な式となる。

q=αr(T -Tr) 

C.2 Galerkin法に基ずく有限要素法の定式化

解析対象を有限な要素に分割し、要素内の温度分布を次のように表現する。

T(x， y， t) = [N(x， y)]{ゆ(t)}

(C.6) 

(C.7) 

(C.8) 

(C.9) 

(C.I0) 

ここで、 [N]は節点温度と要素内部温度とを結び付ける内挿関数マトリックスであり、 ゆ(t)は時

刻tにおける要素の節点温度ベクトルである。

[N]を重み関数として、 (C.2)式に Galerkin法を適用すると、

r rn ( (θ2T θ2T¥ 人ハθTl .1 ハん[N].L竹原+否y2) + lj -pし否tJω=u (C.ll) 

ここで、 SuperscriptのTは転値を、♂は要素領域をあらわす。

次に部分積分の公式 (Greenの定理)

か(23+ZF)dυ+1(22+22)du=jAZds (C.12) 

(υ:解析領域、 s:境界、 η:境界 s上での外向き方線方向)

を用いて、式の 2階偏微分項を変形する。すなわち、

μベ芸+手)の=-M223+2J53)du十jfIN]TZds間
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ここで、 seは要素の境界を表す。 (C.13)式に (C.I0)式及びFourierの法則、 (C.3)式を代入す

ると、 (C.13)式の右辺は次のようになる。

ーレ (θ[N]Tθ川 θ[N]T川 !e q[N]T h737+ヲ:--a-y J ) dυ{ゆ(t)}-}seq[N]lds (C凶)

(C.14)式を用いると (C.ll)式は結局、次のようになる o

r ._ (θ[N]Tθ[N] θ[N]Tθ[N]¥ 
-I川一一一一+τーτーIdv. {ゆ(t)} 

J'Je ¥ θzθX 8'11 8'11 J 

-r q[N]T ds + r Q[N]T dυ-rρC[N]T[N]dv仰 (t)1= 0 (C.15) 
J se .L L j • J ve V L j J ve θt 

(C.15)式を整理すると、非定常熱伝導問題に対する要素の有限要素式は結局次のように書くこと

ができる。

仰い)}+川妥}=ω
ここにマトリックス [k]， [c]、ベクトル {f}は次のように与えられる。

川 κ(年寄l+2耳寄りの
[c] =ん川T川]dv

ω=jeQ阿 dv-J.e q[N]T d 

¥
Eノ

ハ
b

t
s
A
 

C
 

〆
'
E
1

、、

( C.17) 

( C.18) 

(C.19) 

(C.16)式をすべての要素について集めると全体の有限要素式を得る事ができるが、 (C.19)式の

右辺第 2項は要素と要素の境界で相殺され、結局解析対象の外部境界を持つ要素からの寄与分だ

けが残る。これらの寄与分、すなわち境界条件の導入については、 (C.19)式の右辺第 2項におい

て、 qを (C.5)、(C.6)、(C.9)式に書き換える事により導入する事ができる。

解析対象全体の有限要素式は (C.16)式をすべての要素について集めて、組み立てる事により得

られる。組み立てられた全体の有限要素式は次のように表現できる。

(d争1
[1(] {争}+ [C] t ~~ r = {F} (C.20) 

なお、 [1(]は熱伝導マトリックス (heatconductivity matrix)、[C]は熱容量マトリックス (heat

capacity matrix)、{争)は節点温度ベクトル、 {F}は熱流束ベクトル (fluxvector)と呼ばれ

[1{] =玄[k]， [C] =玄[c]， [φ]=乞!ゆ]， [F]ニ乞[f] (C.21) 
e E E 巴

で与えられる。ここで、玄は全要素について足し合わせる事を表す。
E 
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付録 D

Crank田 Nicolson法による非定常熱伝導方程式の解法につ

いて

熱伝導方程式を離散化して有限要素式で表すと、次式のように表現できる。

問仲川2}={F} 、、‘『，
，，

1i
 

D
 

JF'
l

、

I
l
l
-
J
、L
J

K
間
内
げ

で 熱伝導マトリックス

熱容量マトリックス

節点温度ベクトル

熱流束ベクトル

である。

(D.l)式は空間に関しては離散化されているが、時間に関しては離散化されていない。時間に

関する離散化手法としては Crank-Nicolson差分式がよく用いられる。 (D.l)式に対する一般化

Crank-Nicolson差分式は、

しげ仰川3引仰s[](何戸仲](
¥' . l J' d t l J) ¥.， /.J ¥ '  '/  l J ' d斗以tL - J) 

(D.2) 

で与えられる。ここにdtは時間増分、 Fは0から 1までの値をとるパラメータであり、特にs= 0.5 

の場合を Crank-Nicolson法と呼んでいる。 (s= 0の場合は前進差分法 (Euler法)、 s=lの場合

は後退差分法に相当する。)

(D.2)式は以下のようにして導出される。

(D.1)式で時間軸上に点 to，tl，・・・を飛び飛びに選んで、

(d_. _ . ~ 
[](] {争(t+仰)}+ [C] 1 ~t et (t +μ川={F}附ムt 、、，，，

，，

q
J
 

D
 

〆

I
l

、

が成り立っとする。 (0壬P壬1)

Taylor級数展開を用いると、

φ(t) =い Pムt)-sムヤ川ムt)
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92d2F33d3  
'-2 (ムt)2F争(t+ sムt)-lf(At)京王争(t+ slムt) (D.4) 

争(t+ムt)= <T川 ムt)+ (1 -s)ム ヤ 川 ムt)

(1 -s)2d2(1-s)33d3  
(ムt)2石戸(t+ sムt)+ 6 

(ムt)友吉
φ(t+ s26t) (D.5) 

ここでsl、のは 0壬sl，s2壬1を満たす定数である。(D.5)式から(D.4)式を引く と、 次の近似式

が得られる。
争(t+ムt)ー争(t)

;t 
{<T(t + st6.t)}勾ムt

(D.4)式に (1ーの を掛け、 (D.5)式にPを掛けてそれらの和をとると

<T(t + s6t)勾 (1-s)争(t)+ s<T(t + 6t) 

(D.G) 

(D.7) 

(D.6)式と (D.7)式の近似式を (D.3)式に代入し、 {F}t+ムtに対しては、 (D.7)式の争(t+ sムt)に

対するのと同じ表現式を用いると、 (D.2)式が導かれる。

(D.2)式の右辺の争(t)は既知であるとして非定常熱伝導問題の有限要素式は(D.2)式を用いる

ことにより逐次解くことができる。
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第 4章

高速負荷時におけるき裂先端近傍の局部温度上昇について

4.1 緒言

ひずみ速度が速くなるほど、破壊靭性値は一般には低下する事が知られている。 一般の椛造物

に作用するひずみ速度は第 1章で述べたように、静的な破壊靭性試験におけるそれよりも一般に

は速く、特に氷海商船が流氷に衝突したり、船舶がスラミングあるいはスロッシングを受ける場

合のひずみ速度は静的試験のそれよりも 2rv4オーダ速くなる。従って実際に受けるひずみ速度下

における破壊靭性値を推定する事は構造物の安全性を検討する上で必要不可欠のものとなる。

ところで豊貞ら 1)は三軸拘束が最も高くなる IDNZ2)(Intensely Defonned Nonlinear Zone)先

端における Strainrate-temperature parameter 3)(R)を用いて破壊靭性値に及ぼすひずみ速度の

影響を定量的に評価できる可能性を見いだした。すなわち低破壊靭性領域では R値により、破壊

靭性値のひずみ速度および温度依存性を定量的に評価し得た。しかし高速負荷時には高靭性域に

おいて R値によって推定される破壊靭性値よりも高い破壊靭性値が計測された。この理由は、き

裂先端近傍における塑性仕事が熱に変換され、高負荷速度下では熱の散逸が十分行われない状態

で破壊が発生するので、破壊発生点付近では周囲温度より温度が高くなるため、破壊発生点にお

ける実際の R値が大きくなるからではなしゅ、と推察された。

時を同じくして、佐野 4)は9%Ni鋼を使用して ASTM-E3995)に準拠した三点曲げ試験を負荷

速度 500mm/minおよび 5.4m/sで行い、切欠先端に取り付けた熱電対で温度上昇を計測し、そ

のピーク値はそれぞれ 82.5
0

Cおよび 114rv188
0

Cであることを報告するとともに、種々の負荷速

度における破壊靭性試験も行い、負荷速度が大きくなると初めは負荷速度と共に破壊靭性値は低

下していくが、ある速度より大きくなると破壊靭性値は逆に負荷速度が大となるに従い増加し、

ついには静的のそれよりも大きくなるとともに、破壊モードも脆性から延性へと遷移していくこ

とを示した。

従って低靭性領域から高靭性領域までを含めてひずみ速度が破壊靭性値に及ぼす影響を定量的

に推定するためには、負荷過程中のき裂先端近傍の塑性仕事による局部温度上昇を推定しておく

必要がある。しかるに破壊発生点は必ずしもき裂先端ではなく、 IDNZ内の最弱点(非金属介在
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物、あるいは島状マルテンサイトのような局部脆化域の点)と考えられている。この事から負何

速度が破壊靭性に及ぼす影響を検討するには一点の温度ではなしき裂先端近傍の局部調度上昇

分布を把握する必要がある。

そこで本章では、第 2章で用いた降伏点の異なる 2極類の材料から疲労予き裂を有する CT試

験片を作成し、種々の負荷速度下で引張試験を行い、サーモビ、ュアを使用してき裂線上の局部温

度上昇分布を計測した。また同時に、第 3章で述べた動的熱弾塑性有限要素法を用いて局部泡度

上昇分布を解析し、計測結果との対比検討を行なった。ところで塑性仕事の一部は転位密度の増

加や音の発生などに消費されるので、全てが発熱に寄与するわけではない。そこで丸棒引張試験

によりあらかじめ塑性仕事が熱に変換される割合を簡易的に検討し、この結果も勘案して有限要

素解析を行うことにした。

4.2 供試材および実験方法

本実験の供試材は第2章に示したものと同じ軟鋼 (SM41B)とHT-80鋼である。 Fig.4-1には

本実験で用いた試験片形状を、 Table4・1、Table4-2には計画した負荷速度(荷重点変位速度)を示

す。なお、 Table4-2のCT試験片についてはサーモビ、ュアによる撮影モードも同時に示している。

Fig.4 -1中の丸棒試験片は、塑性仕事が熱に変換される割合を検討するために使用したものであ

る。 CT試験片は、き裂線上の局部温度上昇計測用に供したものであり、試験に先だって、まず板

厚 22mmの CT試験片を作成し、 ASTM-E399に準拠して応力比 0.1、!(jmax= 31.72MPav百

の条件で疲労予き裂を 5mm導入後、試験片をワイヤカットでスライスし、 3mrn厚の CT試験片

を一体当たり 6枚採取した。なおサーモビ、ュアによる温度上昇の計測精度の向上をはかるために

CT試験片を鏡面仕上げした後、試験片表面に耐熱シリコン樹脂塗料(黒色)スプレーを塗付した。

これらの試験を種々の荷重点変位速度下で

行った。負荷は、 10トン油圧サーボ試験機を Table 4-1 Test conditions of round bar tensiJe test 

用い、アクチュエータ変位の制御電圧をマイコ

ンにより発生させ、一定変位速度で引張り、所

定の変位で保持できるようにした。丸棒引張試

験では、試験片平行部中央および平行部上部に

コンスタンタン銅熱電対を取り付け試験片温度

specimen N o. 

SM-1 
SM-2 
SM-3 

HT-1 
HT-2 
HT-3 

crosshead speed (m m / s ) 

50 
100 
150 

10 
50 
100 

を、また平行部中央には変位計を取り付け直径変化を計測した。さらに、ロードセルから検出さ

れる荷重、および荷重点変位も計測した。これらの計測はパソコンを用いて負荷過程中自動的に

計測している。き裂線上の局部温度上昇を計測する実験では、サーモピュアを用いてき裂線上の

局部温度上昇分布を計測するために、負荷中常にサーモビ、ュアのカメラ中央が CT試験片のき裂

線上を追随するように工夫している。
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すなわち Fig.4-2に模式的に示すように、テコの原理を利用してカメラがアクチュエータ変

位の 1/2だけ常に試験片面と平行に移動するようにした。また、サーモビ、ュアの計測ではある一

定の時間沼れが生じるため、この時間遅れを考慮して計測時間をマイコンで制御することにした。

また、サーモピュアによる侃度計iJ!IJと同日寺に、 f!荷中の荷重点変位、荷重、干;~霊mflJ総上の COD

もクリップゲージを用いて計測している。サーモビ、ュアによる局部温度上昇の計訊iJ方法としては¥

まず軟鋼 (SM41B)から作成した lつの試験片では画面モードで計測したが、この場合 l画面に

つき 0.6秒測定に費やされ、次の画面でデータ取り込みのために 2秒間隔を空けざるを得ないた

めに¥任意時刻における温度分布が連続して計測できない。そこで他の試験では、カメラ内臓の

ミラーを固定した状態で計測するラインモードとし、き裂線上の温度分布のみを述続して計測し

た。このことについては、後で詳しく説明する。
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Table 4-2 Test conditions and measurement mode of thermo viewer by using CT specimen. 

Specimen No. crosshead 

speed (mm/ s) 
SMC-l 100 
SMC-2 100 

SMC-3 50 

SMC-4 10 

SMC-5 100 

HTC-1 100 
HTC-2 50 

HTC-3 10 

ll8 

P: Load 
H : Displacement 

V: Moum-COD 

T : Temperature 

Maximum measuring mode 
dispiacement (mm) by thermo viewer 

5 Plane 

5 Line 

5 Line 

5 Line 

4 Line 

3 Line 

3 Line 

3 Line 

load cell 

lI c灯 I
一一一一 :controlpath 

-ーーーー :data path 

ll∞ I 
thermo-viewer 

TT 

data recorder 

Fig.4-2 Schematic illustration of measuring system . 
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4.3 塑性仕事と発熱量との関係

塑性加工などの研究においては塑性仕事はすべて熱に変換されるとして取り扱われるのが一般

的である。しかし転位密度の増加や音の発生などに塑性仕事の一部は自やされるはずである。従っ

てき裂先端近傍の塑性仕事による局部温度上昇量を検討する際には、まず塑性仕事と発熱51との

関係を調べておく必要がある。

そこでまず丸棒の一部に一様な塑性仕事が時間の関数として与えられ、この時生じる温度上品

を熱伝導を考慮、して解析的に導く。そして丸棒引張試験で計測される塑性仕事の時間変化より温

度上昇の時間変化を解析的に推定し、丸棒引張試験で計測された温度上昇と対比することにより、

塑性仕事と発熱量との関係を調査することにした。

4.3.1 j:し棒の一部に一様な塑性仕事が与えられた時の温度上昇について

Fig.4-3に示すように、ある任意の瞬間に丸俸の-l壬z豆fの領域に単位体積あたり Wp(N .1n) 

の一様な塑性仕事が与えられた場合を考える。この時-l~ x ~ lの位置において¥塑性仕事が与

えられた瞬間には温度上昇 T本(OC)は以下のようになる。

ここで、

?一己主主一
cp 

(4.1 ) 

入 : エネルギ換算係数(ニ 9.7935Jj kg . m) 
c : 比熱 (Jjkg.OC)

p : 密度 (kgjm3
)

α : 塑性仕事が熱に変換される割合

また T事が-lζ xs. lの聞に瞬間的に与えられた

後の x=oにおける t秒後の温度上昇6.Tは熱放射が

無視できる場合、一次元熱伝導方程式の解として以

下のように与えられる 6)。

中市 rl /一小2¥ I f} ¥ 

6.T =ー弓= I eXD I一二一 1dx = T可 nI -~ 1 
2V7rκt J -l A ¥ 4/d J ~ ¥ 2ゾκtJ

( 4.2) 

ここで、

κ : 熱拡散率 (m2js)

争o : 誤差関数
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ここで Wpが時間の関数として与えられた場合を考えると、 (4.2)式をお分して温度上昇ムT(t)は

以下のように与えられる。

6.T(t) =何。(0~ いt=α[t1川 (t*)訂よいt* (4.3) 
)0 ~ ¥ 2仰 (t-t1)) -- -)0 Cp ~ ¥2J，a) 

、
ーレだた

t* = t -t1 

t1 : 塑性仕事が与えられる時間

t : 最初に塑性仕事が与えられてからの経過時間

4.3.2 塑性仕事が発熱量に変換される割合についての実験的検討

4.3.1項に示したような丸棒の一部に一様な塑性仕事を与えることは現実にはできない。し

かし平行部が直径に比して十分長い場合を考えると、平行部中央では負荷の初期段階では、

平行部の熱流束が平行部の外へほとんど散逸しないため、 (4.3)式が近似的に成り立つ。そ

こで Fig.4- 1(α)に示した丸俸試験片を用いた実験より塑性仕事 Wpを求めた。

得られた時間~荷重点変

位、荷重、直径変化および温

度曲線の一例を Fig.4-4(ク

ロスヘッド速度50mm/s)に

示す。図中で試験片平行部か

ら離れた位置の温度上昇T'

は負荷中ほとんど温度上昇

を示していないので、塑性

仕事は試験片平行部でなさ

れていると仮定できる。(た

だし R部では少し塑性仕事

はなされていると考えられ

る。)ところで図を見て解る

ように、試験片中央における

5 20 

Crosshead speed = 50 mm/s 

H 16言
E 
工

。ー

ω
m
Cの
こ

o
nζ 

1
1
L
I
l
i
-
-
L
 

ハU

ハU 。 0.1 0.2 
Time (s) 

0.3 
0 

0.4 
。

Fig.4-4 An exむnpleof test records for round bar tensile tests . 

温度上昇は塑性になってから

少し遅れて生じている。これは他の実験結果についても同様な現象を示していた。滑りは通常試

験片中央部の R止まりを起点として荷重軸に 450傾いた面で最初生じ、順次すべり面が平行部内

~llJへ進行して行く。従って、熱電対を取り付けた平行部中央にすべりが生じるのは試験片の初期

降伏時期より若干遅れることになり、これが温度上昇の遅れに対応しているものと考えられる。

そこで温度上昇が生じるまでの塑性仕事は無視し、温度上昇後の塑性仕事を求めた。厳密には上

55 



記のように平行部においても一様な塑性仕事が与えられるわけではなし初期にすべりを生じた

場所から発熱が生じ熱伝導で試験片中央部が温度上昇する可能性もある。しかし順次滑りが拡大

してし 1く過程では他からの熱伝導で初期に温度上昇しても、すべりがすぐに生じるので、平均的

な取扱いができ、また初期の塑性仕事そのものは、その後の負荷により生じる塑性仕事と比較す

ると非常に小さいので¥平行部中央で温度上昇が生じる前に、平行部の他の個所で生じる塑性仕

事は無視してもよいものと考えられる。

上記のようにして得られた Wp~時間曲線を(4.3)式に代入し¥ムT(t)jαを求め、試験片中央

部で実視IJされた温度上昇と比較した結果を軟鋼 (SM41D)については Fig.4-5に、 HT-80鋼に

ついては Fig.4-6に示す。なお本図には最大荷重直前までの結果を示している。図Y:J実線か

α== 1、すなわち塑性仕事がすべて熱に変換される場合に対応する。なお6T(t)の計算において

はc= 4.77 X 102( J j kg. OC)、P二 7.85X 10-6(kgjm3)、κ=2.17 X 10-S(m2js)(軟鋼の室温に対

応する値 6))を用いた。また、それぞれの実験後の破断した試験片の写真を軟鋼 (SM41B)につい

ては Fig.4-7に、 HT-80鋼については Fig.4-8に示す。

Fig.4 -5を参照すると負荷速度 150mmjsの試験片では温度上昇が8
0

C以上の部分で実験他の

方が計算値よりも大きくなる傾向を示している。これは Fig.4-7に示すようにくびれが生じた部

分付近に熱電対を取り付けていたため、くびれによって生じた熱が伝導してきたものも含めて計測

したためであると考えられる。 一方、負荷速度 100mmjs、50mmjsの試験片では温度上昇が大き

くなるにつれて計算値の方が実験値よりも少し大きな値となっている。これは負荷速度 150mrn，js 

の試験片に比べると負荷速度が遅いために発熱の散逸が大きし 1からであると考えられる。
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SM-l SM-2 SM-3 
(50mm/s) (100mm/s) (150mm/s) 

Fig.4-7 Profile of broken round bar tensile 

test specimens .(SM41B) 
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一方、 Fig.4-6を参照すると全ての試験片で温度上昇が大きくなるにつれて計算値の方が実験

値よりも大きな値となっている。これは軟鋼 (SM41B)の実験結果について考察したように、発熱

の散逸が大きし、からであると考えられる。

これらの結果から、 4.3.1項に示したモデルにより塑性仕事による発熱の割合を決定するために

は低温度上昇域(低荷重域)においてαを定める必要がある。 低温度上昇域(低荷重域)におけるα

を求めると 0.89，，-，0.93となる。したがって塑性仕事の約 9割が熱に変換されることになる。そこ

で後に述べる有限要素解析では負荷の大きさにかかわらず.α=0.9、つまり塑性仕事の9割が熱に

変換されると仮定して解析することとした。

4.4 き裂先端の局部温度上昇

き裂材ではき裂先端近傍で集中的に塑性仕事がなされ、それが温度上昇という形で表れる。し

たがってき裂先端近傍の塑性仕事分布を精度良く推定することが局部温度上昇を推定する上で必

要不可欠となる。さらにき裂は負荷により鈍化するので、この影響も考慮した形で塑性仕事分布

を与える必要がある。ところで動的問題ではひずみ速度に依存して降伏点が変化する。 そしてそ

の部分では塑性仕事がなされ発熱、伝導するため温度変化が生じて、これによりさらに降伏点が

変化する。このような複雑な現象を呈する問題を解析的に解くことは、現時点では不可能である

と言える。

そこで第 2章では、ひずみ速度及び温度という異なる物理量を活性化エネルギーという観点か

ら同ーの指標として表しうる Strainrate-temperature parameter( R)に着目し、 R値の関数とし

て与えられる応力~ひずみ構成関係を導出し、第 3章で示したように、き裂鈍化を考慮するため

変形後の応力が釣り合うように定式化した動的熱弾塑性有限要素法に組み込んだ。

本節では上記の有限要素法でき裂先端近傍の塑性仕事による温度上昇分布を定量的に推定でき

るか否かの検討を行うことにした。そして 4.3節の結果より塑性仕事の9割が熱に変換されると

して熱伝導解析を行うようにした。

Fig.4 -9にSMC-1試験片(負荷速度 100mm/s)についての函面モードで温度計測したサーモ

ピュアによる画像を示す。この一画面の計測に 0.6秒かかるために、負荷中に計測すると画面の

上下方向で負荷レベルが異なることになる。したがって、この場合横線のカーソル位置が荷重点

変位が 5mmとなった瞬間に対応し、それより下の画像は荷重点変位を 5mmに保持 した時期に

対応する。画面モードでは試験片面内の温度が計測できるが、 1画面のスキャンに 0.6秒要するた

めに、横線のカーソル位置より上部では荷重点変位は5mmより小さく、 負荷途中の段階にある。

したがって計測される時刻が画面の上下方向で異なるため、き裂線をはさんで上下非対称の温度

分布となっている。
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Fig.4-9 Measured result of temperature rise in the vicinity of crack tip of cr specimen 

by using plane mode of th巳ITI1o-viewer. 
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Fig.4 -10には SMC-1試験片で荷重点変

位が 5mmとなった瞬間に計測されたき裂

線上の温度分布を実線で示す。また同図に

は SMC-1試験片で実測された荷重点変位

の時間曲線を入力して得られた平面応力条

件下での動的熱弥塑性有限要素法による温

度分布の計算結果をO印で示す。なお有限

要素解析では最小寸法 0.5mmの三角形ひ

ずみ一定要素を使用しており、総節点数は

293、総要素数は 463である。き裂先端近傍

の要素分害1J図を Fig.4-11に示す。(以後の

有限要素解析においても同じ要素分割を用
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Specimen NO.SMC-1 
Crosshead s凶 ed100 mrnls 

240 
市
"-
G) 

0.. 

E 
<D 
ト
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一-Experiment 
o FEM 

o 10 20 
Distance from crack tip (mm) 

Fig.4-10 Measured result of temperature distribution near 
the crack tip and calculated one by FEM. 

いた。)なお、熱拡散率等は 4.3節で示した

室温による似を使川した。この結果を見ると実験値と有限要素法は比較的よい一致を示している。

画面モードでは、上記計測時点から 2秒後に次の画面の取り込みが出来る。そして Fig.4-9の

計測後すぐに温度計測を実施したが、この場合には全く温度上昇は認められなかった。したがって

塑性仕事による発熱はき裂先端近傍のみで生じるため、熱の散逸は非常に速いことが理解される。

このことから、過渡現象をとらえるには画面モードは適していないことが判明したので¥他の試

験片はサーモピュアのカメラに内臓されているミラーを固定してき裂線上の温度分布のみを計測

することにした。(この撮影モードをラインモードと呼ぶ。)この場合には lラインあたり1.3/230

秒毎に計測でき、 1画面当たり1.3秒かかる。そしてこの画面が連続して 230コマ計測してデジ

タルメモ リに絡納できるようになっている。 Fig.4-12 -1 rv Fig.4 -12 -4には軟鋼 (SM41D)

で制イノj":した SMC-2rvSMC-5試験片において得られたき裂線上の温度計測の連続測定画面を示す。

さらに Fig.4-13 -1 rv Fig.4 -13 -3には HT-80鋼で制作した HTC-lrvHTC-3試験片の述続

測定画面を示す。図中にはき裂先端位置および計測時間を示しである。本図からも熱の散逸は非

常に速いことが理解される。

Crack 71 トーイ

1 mm 

Fig.4-11 Finitc eJcment subdivision o[ CT specimen in thc vicinity o[ crack tip . 
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Specimen No. SMC-2 

(Crosshead speed = 100 mm/s) 

Crack tip 

(
∞
)
寸

.
0

i 5(mm) 
Crack side 

① 

② 

③ 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 5 mm 

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-12-1 Measured result of temperature rise in the vicinity of crack tip of cr specimen 

by using line mode of thermo-viewer . 
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Specimen No. SMC-3 

(Crosshead speed = 50 mm/s) 

Crack tip 

(
∞
)
寸

.
0

① 

置 5(mm) ， 

② 

③ 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 5 mm 

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-12-2 Measured result of temperaturc rise in the vicinity of crack tip of cr specimen 
by using line mode of thermo-viewer . 
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Specimen No. SMC-4 

(Crosshead speed = 10'mm/s) 

L
h
'
 

c
 

n
d
 c

 

d
引
d
i

① 

Crack side 

② 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 5 mm 

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-12-3 M巴asuredresult of temperature rise in the vicinity of crack tip of cr sp巴cimen

by using line modc of thermo-vicwer . 
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Specimen No. SMC-5 

(Crosshead speed = 100 mm/s) 
Crack tip 

T
l
|
|
|
|
l
|
'
l
l
l
|
 

•• 
B
 
.. 

-i 

(
ω
)

寸
.
0

① 

② 

5 (mm) 

③ 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 5 mm 

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-12-4 Measured result of temperature rise in the vicinity of crack tip of cr specimen 
by using line mode of thermo-viewer . 
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Specimen No. HTC-l 

(Crosshead speed = 100 mm/s) 
Crack tip 

(

ω

)

寸

.
0

① 

② 

.5 (mm) ， 
Crack side 

③ 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 3 mm 

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-13-1 Measured result of temperature rise in the vicinity of crack tip of cr sp巳cimen

by using line mode of thermo-viewer . 
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Specimen No. HTC-2 

(Crosshead speed = 50 mm/s) 

Crack tip 

T
I
l
l
1
1
1
1
1
1
1
lム

(
∞
)
寸

.
0

5(mm) ， 

① 

② 

③ 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 3 mm 

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-13-2 Measured result of temperaturc rise in the vicinity of crack tip of cr specimen 

by using line mode of thenno-viewer . 
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Specimen No. HTC-3 

(Crosshead speed = 10 mm/s) 

Crack tip 

(
∞
)
寸

.
0

E5 (mm) ， 

① 

② 

③ 

①: Start of loading 

②: Crosshead displacement reached 3 mm  

③: Holding period of the displacement 

Fig.4-13-3 Measured result of temp巳raturerise in the vicinity of crack tip of cr specimen 

by using line mode of thermo-viewer . 
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Fig.4-14-1 M巴白山巴drロultof change of load point displacement Fig.4-16-1 Measured r巴sultsof temperatuI巴djstributionn巴ar
and calculatjon points of tempe日 turedistnoution . the crack tip and CaJ∞laled on凶 byFEM 

Fig.4-14-1 rv Fig4-14-4には SMC-2rvSMC-5試験片について実測された荷重点変位(アク

チュエータの変位)の時間曲線を示す。さらに Fig.4-15-1rv Fig.4-15-3には HTC-lrvIITC-3

試験片について計測された荷重点変位の時間曲線を示す。荷重点変位の制御電圧は時間に関して

バイリニアに変化させたが、 SMC-2、SMC-5試験片を用いた負荷速度 100mm/sの試験片では高

速負荷のために油圧制御の遅れが生じ、保持の時点ではなめらかな変位曲線を示していることが

わかる。すなわち変位保持点付近では負荷速度が設定速度よりも遅くなっている。しかし、その

他の場合には油圧制御の遅れは生じていなかった。
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Fig.4-16-3 トザ1easuredrロultsof temperalurc distribution ncar 

th巴cracktip and calculated onωby FEM 

Fig.4 -12 -1 ̂-' Fig.4 -12 -4、Fig.4-13 -1 ̂-' Fig.4 -13 -3では1.3/230秒毎にき裂線

上の温度分布が計測されている。そして荷重点変位も連続的に Fig.4-11-1 ̂-' Fig.4 -11ーム

Fig.4-15-1 ̂-' Fig.4-15-3に示すように計測されている。そこで負荷過程中の適当な時期を図中、

α，b，c，dのように選び、その時期に対応するサーモビ、ュアによる温度計測結果を軟鋼 (SM41B)につ

いては Fig.4-16-1 -̂' Fig.4-16-4中に、 HT-80鋼については Fig.4-17 -1 ̂-' Fig.4 -17 -3 

中に各線で示す。本結果より 100mm/sという比較的低速の場合にでも、き裂先端近mで軟1f/o

(SM41B)で約 28
0

C、HT-80鋼で約 20
0

C程度の温度上昇が生じていることがわかる。
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そこで Fig.4-14-1rv Fig.4-15-3の荷重点変位の時間曲線を有限妥素解析に用いて、 α，b，c，d

の各時期に対応するき裂線上の温度分布を計算した。その結果を Fig.4-16 -1 rv Fig.4 -17 -3 

中に併せて示した。 Fig.4-16 -1 rv Fig.4 -17 -3を見ると"Fig.4 -10と同様に有限要素解

と析による温度上昇分布の計算結果は、実視IJのそれとほぼよい一致を示していることがわかる。

ころで c から d~こし 1たる過程では、 b から c にし \1，こる過程、あるいは α かられこし \1，こる過程と比

これは負荷較して、実視Ij値および計算値とも温度上昇が小さくなっているように見受けられる。

速度が c→ dになる過程で遅くなっているため¥塑性仕事増分による発熱が生じても¥熱伝導で

散逸する割合が大となることによるものと考えられる。
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従って最大荷重直前で負荷速度が遅くなる場合には、負荷過程中であっても¥熱伝導による熱

の散逸が、塑性仕事増分による発熱よりも卓越することも場合によっては生じ、かえって協度が

低下する場合も生ずることが考えられ、破壊靭性値が低下する現象が生じる可能性もあることが

推察される。以上のように第 2章で提案した、温度およびひずみ速度の影響を考慮、した応力~ひ

ずみの構成関係を第 3章で提案したように組み込み、き裂鈍化の影響をも考慮できるように開発

した動的熱部塑性有限要素法を用いると、き裂先端近傍の塑性仕事による局部温度上昇を精度良

く批定する事が可能である。

試験機の関係でさらに高速の負荷を与えることができなかった。そこで、負荷速度 1m，js、荷

重点変位の時間曲線が線形という条件下で荷重点変位が 3mmとなった時点における局部温度上

昇を、平面応力及び平面ひずみ条件下について解析した。その結果を軟鋼 (SM41B)については

Fig.4 -18に、 HT-80鋼については Fig4-19に示す。図中の白丸印は平面応力状態、黒丸印は

平面ひずみ状態として解析したものである。 Fig.4-18より軟鋼 (SM41B)では平面応力状態で

36
0

C、平面ひずみ状態で 18
0

Cの温度上昇(最大値)が認められる。また、 Fig.4-19より IIT-80

鋼では平面応力状態で 140
0

C、平面ひずみ状態で 80
0

Cの温度上昇(最大値)が認められる。

佐野は荷重点変位速度 5.4m/sでき裂先端に取り付けた熱電対により最大 188
0

Cの温度上昇

を計測しているが、平面応力状態にあると考えられる試験片表面に熱電対を取り付けて温度上好

を計測していること、温度上昇の測定結果にばらつきが大きかったこと、使用した鋼材の降伏点

(64.1 rv G5.6kgf /mm2)が HT-80鋼の降伏点に近い値であることなどを考慮すると、上記計算結

果は妥当な値を示していると考えてよかろう。
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また SchりnertとWeichcrt7)が冷延鋼板の切欠試験片の衝撃荷重による破断時の切欠先端の温

度上昇を熱電対を用いて計測した結果、最大 130
0

Cという値を計測していることからも本解析結

果が妥当であると考えられる。平面ひずみ状態では、平面応力状態よりも最高温度上昇豆、温度

上昇純聞ともに小さな値になっているが、これは平面ひずみ状態の方が塑性変形しにくい付果に

よるものと判断できる。

ところで軟鋼 (SM41B)のほうが HT-80鋼に比べると温度上昇の量が小さくなっている。荷主1

点変位が同じ場合、高強度材の方が大きな荷重となり、そのため塑性変形が大となる。荷重点変

位が 3mmになったときの荷重をそれぞれの条件下で比べてみると、 HT-80鋼は軟鋼 (SM41D)に

比べ、平面応力状態では1.38倍、平面ひずみ状態では1.84倍となっていた。この事は IIT-80鋼

の方がより大きな塑性仕事を与えられていることを示している。この事からも軟鋼に比べると¥

HT-80鋼の方が同じ荷重点変位の時点ではより大きな温度上昇を与えるものと考えられる。荷重

点変位と CTODはほぼ比例すると考えられるので、高張力鋼ほど、同一 CTOD時には温j支上昇

が大となることを考えると、 高強力鋼ほど限界 CTODに与える負荷速度の影響は小さくなるこ

とが定性的に考えられる。

脆性破壊は板厚中央から発生するので破壊靭性値の検討に際しては、温度上昇の考慮は板厚中

央部に対して行う必要があるが、実誤IJは困難であり、高速負荷時の破壊靭性の定量化にあたって

は、平面ひずみ状態に対する局部温度上昇を推定せざるを得ないので、上記の有限要素法は有用

となるものと考え られる。
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Fig.4-18 Calculated rロ叫tsof temperature distributioロ

ロ回rtbe crack tip by FEM 

Fig.4-19 calαuated r白叫tsof temperature distribution 
口問rtbe crack tip by FEM . 
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4.5 結言

低靭性領域から高靭性領域までを含めてひずみ速度が破壊靭性値に及ぼす影響を定量的に推定

するための第 1 歩として、 負荷過程中のき裂先端近傍の塑性仕事によ る局部温度上昇をjff~定する

手法の検討を行った。すなわち疲労予き裂を有する CT試験片に各種負荷速度を与え、 サーモピュ

アでき裂線上の局部温度上昇分布を計測 し、 動的熱弾塑性有限要素法を用いた数値解析結果との

対比検討を行った。この検討に際し、塑性仕事の一部は転位密度の増加や音の発生などに消費さ

れることを勘案し丸棒引張試験を実施して、あらかじめ塑性仕事が熱に変換される割合も検討 し

た。得られた結果を要約すると以下の通りである。

(1)丸棒引張試験結果を解析することにより、軟鋼及び HT-80鋼に対しては塑性仕事の約 9さ11

が熱に変換されることが判明した。

(2)負荷速度が速くなるほど、き裂先端近傍に生じる塑性仕事による局部温度上昇は大きくなる。

(3)ひずみ速度および温度の関数として表現される応力~ひずみ構成関係を組み込み、 さらにき

裂鈍化も表現できるように開発した動的熱弾塑性有限要素法を用いることにより、き裂先端

近傍の局部温度上昇分布をほぼ定量的に推定できる。
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